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１．はじめに 
近年，都市中小河川流域では局地的な集中豪雨による内水氾濫や中小河川からの外水氾濫による
浸水被害が複合的に頻発している.その浸水被害は局地的に生じる雨水管路の排水不良や広域的に生
じる河川の溢水などにより，同じ降雨規模であっても場所により被害規模が様々である．都市流域
を対象とした分布型流出モデルの表面流出は，山地流域など人工物の少ない自然流域に適用される
DEM（Digital Elevation Model）を活用したグリッド型モデルが数多く提案されており，直接流出量
を算定するための土地利用データと地表面流の流下方向を解析する DEM により雨水追跡が行われ
る．一方で，雨水管路網流出に用いられるデータは，対象都市流域の管路網を管理している自治体
から入手することが一般的で，実データが入手困難な場合の分布型雨水流出モデル構築に大きな障
害となっている．近年このような都市流域への対応として，地表面流での雨水追跡のように容易に
入手可能なデータから雨水管路網データを構築する新たな手法として，道路ネットワークデータを
用いた手法が提案されているものの，実流域への適用事例は非常に少ない． 
そこで本研究では，道路ネットワークデータから雨水管路網を構築する手法を神田川上流域に適
用し，都市流域における TSR（Tokyo Storm Runoff）モデル 1)による雨水流出特性から用いた手法の
適用性評価を行った．  
２．TSRモデルの概要 
TSR モデルが対象とする雨水流出過程を図-1に示す．代表的な雨水流出過程を述べると，流域内への
降雨は高度な地物データ GIS から作成される土地利用地物要素それぞれに与えられる．街区内では，土
地利用地物要素が持つ浸透・不浸透特性に応じて不浸透域の降雨および浸透域の浸透能を超えた降雨を
直接流出として計算し，建物の雨水は近傍の道路要素への流出量として算定する．道路要素の雨水は，
その要素内にマンホールが存在する場合には雨水・下水道管路に流入し，存在しない場合には道路要素
上を流下する．こうして，雨水・下水道管路へ流下した水は数々の管路網を経て，最終的には河川要素
に流出して流域外へと流去していく． 
３．道路ネットワークデータを活用した雨水管路網データの構築手法 
 本研究で用いた手法 2)では，道路ネットワークデータのポイント型のノードをマンホール，ポリ
ライン型のリンクを管路として，雨水管路網データとして適用するとともに，これに河川への放流
管を追加して雨水管路網を構築する．次いで，河川への放流管が橋付近に集中している特徴を考慮
し，道路を小領域の境界として設定する．小領域毎に雨水が全て河川への放流管に集水されるよう
に，管底高を下流端である放流管から順次決定し，管路直径は合理式によるピーク流量と平均流速
の関係から設定する． 
４．神田川上流域への適用 
神田川は東京都内の代表的な都市河川であり，本研究では東
京都三鷹市にある井の頭池から善福寺川との合流地点までの流
域面積11.8 km2，流路延長9.0kmの神田川上流域を対象とする．
図-2の a)から d)には，神田川上流域の高度な地物データ GIS，
実際の雨水管路網の現況，本研究で作成した道路ネットワーク，
および流域を 34 の小領域に分割した図をそれぞれ示し，表-1
には雨水管路に関する概要を示した． 
 構築した雨水管路網データと実雨水管路網データを用いて
TSR モデルによる雨水流出解析を実施した．入力降雨として東
京管区気象台の降雨から算定される 5 年確率降雨の中央集中型
波形を用いた実雨水管路網データの雨水流出解析結果を指標と
し，本手法により構築した雨水管路網データの流出特性につい
て，河道流量および地表面・管路の総貯留量に関して考察を行
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図-2 地図データ, a) 神田川上流域の土地利用地物要素, b) 雨水管路網の現況, 
c) 本研究で作成した道路ネットワークデータ, d) 小流域分割図 
った． 
本研究では図-2 c)に示すように神田川上流域の河道最
下流端から 0km，2.0km，5.0km，9.0km の 4 地点におけ
る河道流量を図-3 a)に示した．まず河道最下流端におい
て，構築データの流出高は 68mm で総降水量 91mm に対
する流出率は 75％となっており，実データの流出率 73%
よりも僅かながら大きくなった．河道ピーク流量は，構
築データが実データを下流端，下流，中流，上流でそれ
ぞれ 2％，4％，13％，14％程度上回り，流量ピーク時以
降も引き続き同様の傾向が見られた．次いで図-3 b)に示
す総管路貯留量の比較ではピーク時に構築データ12.4mm，
実データ 10.3mm と構築データが約 20％大きくなってい
る一方で総地表面貯留量の比較では，全期間で構築デー
タの値が実データの値を下回る傾向が確認された．これ
らの原因は，道路ネットワークを利用して構築した雨水
管路網データは地上の雨水がマンホールを通じて管路に
流入しやすいために流出率が高まったこと，管路容量が
実データの約 1.5 倍の約 10 万 m3に設定されたことが推
察された．最後に，本手法を利用せずに雨水管路が全く
存在しないことを想定した場合の雨水流出解析を実施し
た結果(図-3 a))，河道最下流端での流出率は約 57%，
河道ピーク流量は約 24%低下することを確認した．  
５．むすび 
 本研究では，道路ネットワークデータから構築した雨
水管路網データを活用し，神田川上流域において TSR モ
デルを用いた雨水流出解析を行い，適用性評価を試みた．
河道最下流端における流出率は，構築データが実データ
を上回ることや，河道ピーク流量は構築データが実デー
タを上回り，流量ピーク時以降も同様の傾向になることを確認した．さらに本手法を利用せずに雨
水管路が存在しないことを想定した場合の雨水流出解析を実施した結果，河道最下流端での流出率，
河道ピーク流量は共に大幅に低下することが確認され，雨水管路網データが得られない場合におけ
る本手法の有用性を明らかにした．今後は他の河川流域への適用，洪水浸水解析への適応などを行
い，適用性評価をさらに進めていく予定である． 
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表-1 雨水管路網データの概要 
 構築データ 実データ 
マンホール数 8,857 9,632   
管路数 10,671 9,904   
総管路延長(m) 344,674 268,641   
総管路容量(m³) 103,289 69,636   
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図-3 解析結果． a  河道流量 
    b) 地表面・管路総貯留量 
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第１章 序論 
１－１ 本研究の背景と目的 
近年，都市中小河川流域では局地的な集中豪雨による内水氾濫や中小河川からの外水氾濫
による浸水被害が複合的に頻発している.その浸水被害は局地的に生じる雨水管路の排水不良
や広域的に生じる河川の溢水などにより，同じ降雨規模であっても場所により被害規模が様々
である．都市流域を対象とした分布型流出モデルの表面流出は，山地流域など人工物の少な
い自然流域に適用される DEM（Digital Elevation Model）を活用したグリッド型モデルが数多
く提案されており，直接流出量を算定するための土地利用データと地表面流の流下方向を解
析する DEM により雨水追跡が行われる．一方で，雨水管路網流出に用いられるデータは，対
象都市流域の管路網を管理している自治体から入手することが一般的で，実データが入手困
難な場合の分布型雨水流出モデル構築に大きな障害となっている 1）．近年このような都市流
域への対応として，地表面流での雨水追跡のように容易に入手可能なデータから雨水管路網
データを構築する新たな手法として，道路ネットワークデータを用いた手法が提案されてい
るものの，実流域への適用事例は非常に少ない． 
そこで本研究では，道路ネットワークデータから雨水管路網を構築する手法を神田川上流
域に適用し，都市流域における TSR（Tokyo Storm Runoff）モデル 2)3)による雨水流出特性か
ら用いた手法の適用性評価を行った． 
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１－２ 本研究の構成 
本研究の構成は次の通りである． 
第２章は「TSR(Tokyo Strom Runoff)モデルの概要」であり，主に地物データ GISを用いた
洪水流出解析の意図を述べた章である．この中で TSR モデルの概要を記すとともに，代表的
な雨水流出過程を述べ，複雑な水循環機構を持つ都市流域における有効性を記した． 
 第３章は「道路ネットワークデータを活用した雨水管路網の構築手法」であり，道路ネッ
トワークデータを活用して雨水管路網を構築する手順とその概要ついて述べている． 
 第４章は「神田川上流域における洪水流出解析」であり，対象とする神田川上流域の概要
を述べ，第３章で述べた手法に従い，神田川上流域において構築した雨水管路網を活用し，
TSRモデルによる雨水流出解析の結果および考察を記している． 
第５章は「結論」であり，得られた研究結果をまとめ，全体の総括を行う．
  
 
第２章 
 
TSR(Tokyo Strom Runoff)モデルの概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
- 3 - 
 
第２章 TSR（Tokyo Strom Runoff）モデルの概要 
 本章では，本研究で用いる TSR モデル 2)3)の概要を示すとともに，TSR モデルの水文・水
理モデルについて説明する． 
 
２－１ TSRモデルの概要 
近年，GIS の技術的進歩や GIS データ整備が一層進み，都市流域では道路ネットワーク，
街区データなどのデジタル情報が容易に入手できるようになった．さらに，東京都などにお
いては，グリッド形状のラスター型土地利用情報だけでなく，建物や道路などの地物を的確
に表現出来る多角形（ポリゴン形状）のベクター型を用いた地物データの作成が行われてお
り，今後各都市において，このような基礎的地物データ GIS の普及が進展するものと考えら
れる．これまで，都市流域は自然要素だけでなく多くの人工的要素を含むため詳細な空間情
報の記述が容易ではなかったが，これらの地物データを忠実に表現可能なベクター型土地利
用情報を用いることで，特定の建物，道路といった詳細な空間情報を抽出することが可能と
なった．しかし，現在利用可能な基礎的地物データ GIS には，直接流出量の算定に必要な浸
透特性に基づいた林地，緑地，グラウンドおよび畑地などの土地利用種別の情報が含まれて
いない．また，この基礎的地物データ GIS から取得することが可能な道路は，建物とは異な
り個々に識別可能ではなく，連続した形状となっているため，洪水流出解析モデルへの適用
には解析用の地物要素へ分割する作業を行わなければならない．このように，基礎的地物デ
ータ GIS に様々な手を加えることで，図 2-1 に示すような洪水流出解析モデルに適用可能な
 
図 2-1 高度な地物データ GIS の例 
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高度な地物データ GIS を構築する必要がある．この高度な地物データ GIS を用いて都市流域
をモデル化することにより，洪水流出に多大な影響を及ぼす不浸透域面積を精度良く算定す
ることが可能となり，また街区と道路との，あるいは道路と雨水・下水道管路との接続関係
を忠実に表現することができるようになる． 
図 2-2 は，本研究で対象とする地物データ GIS を用いた低地部都市流域の雨水流出過程で
ある．流域内への降雨は高度な地物データ GIS から作成される街区内地物要素，道路要素お
よび河道要素の微小要素に対して与えられる．街区内では，地物要素が持つ浸透・不浸透特
性に関する情報を基に，不浸透域の降雨および浸透域の浸透能を超えた雨水を直接流出とし
て計算し，近傍の微小道路要素への流出量を計算する．微小道路要素の水は，その要素内に
マンホールが存在する場合には雨水・下水道管路に流下し，マンホールが存在しない場合に
は道路を流下する． 
雨水・下水道管路要素に対しては，まず微小道路要素との流入出量および接続管路からの
流入出量によりマンホール部においてその水位を算出し，次いでマンホール部の水位と管路
断面特性から流量を計算する．この計算過程において，マンホール内の水位が上昇して道路
の地盤高にまで達すると，マンホール内の水は道路要素上に溢水する．溢水した水は，道路
を流下し流下能力に余裕のある雨水・下水道管路の存在する道路要素において再び雨水・下
水道管路に流れ込む．このように，雨水・下水道管路内の水は数々の管路網を合流して最終
的には河道要素に流出し，流域外へと流去する．浸水計算においては，地表面地物要素から
の流出量と雨水・下水道管路からマンホールを介した溢水量により，道路水位が周囲の街区
内の地盤高以上となると水は街区に流出し，道路上の水位が低下すると街区内の水は道路に
流出するとしている．本モデルは洪水流出を対象とするので降雨の直接流出成分のみを取り
扱い，破線で示した地下水から河道要素への長期流出成分については考慮しないこととする． 
␣図 2-3 は，代表的な雨水流出経路に沿った計算フローを示したものである．降雨は高度な
地物データ GIS として構築した地物要素毎に対して与え，その土地利用種別に基づき直接流
出量を算出する．そして，流出先の道路要素では算出された直接流出量と Kinematic Wave モ
デルを用いて，計算した隣接する街区内地物要素からの流量を累計する．さらに当該要素内
のマンホールを介して雨水・下水道管路要素へと流出させ，河道要素に至るまで管路内の流
量を計算する．河道要素では，上流からの流入量および雨水・下水道管路からの流入量を合
計して河道要素毎の水位や流量を算出する．また，浸水時の流れに対しては，地表面境界要
素を用いて一次元の不定流計算を行っている． 
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図 2-2 地物データ GIS を用いた雨水流出過程 
- 6 - 
 
 
パラメータの設定
土地利用地物要素：初期損失量，初期・終期浸透能、浸透減衰係数、
　　　　　　　　　等価粗度係数、斜面勾配
雨水・下水道管モデル、河道モデル、地表面地物要素間モデル：粗度係数
降　雨　（DT間隔）の入力
近傍の道路
要素へ流出
道路内マンホ
ールへ流出
降
雨
の
更
新
　
DT
間
隔
時
刻
ｔ
の
更
新
 t
→
 t
 +
 d
t
計算順序
代表的な雨水流出経路
初期値の設定
道路要素、街区要素、雨水・下水道管路要素、河道要素の初期水位
河川の水位、流量の算出
境界条件 土地利用地物要素からの直接流
出量、道路要素、街区要素、雨
水・下水道管路要素水位、下流
端H-Q曲線
状態量 河川水位、河川流量
マンホール水位
雨水・下水道管路の流出量の算出
境界条件 道路要素の流入出量、河川水位
状態量 マンホール水位、雨水・下水道
管路流量
街区要素水位、流入出量を算出
境界条件 街区要素の水位・流入出量、河
川水位
状態量 街区水位、流入出量
道路要素水位、流入出量を算出
境界条件 土地利用地物要素からの直接流
出量、街区要素の水位・流入出
量、河川水位、マンホール水位
状態量 道路水位、流量
土地利用地物要素毎に直接流出高を算出
境界条件 降　雨
状態量 窪地貯留量(浸透域、不浸透
域)、水位、流量
河川へ流出
全土地利用地物要素への降雨入力
計算結果の出力
高度な地物データGISから洪水流出モデルに必要となる情報の抽出
街区内土地利用地物要素：土地利用種別、面積、流出先要素種別、
　　　　　　　　　　　　流出先要素番号
地表面地物要素：要素種別(街区、道路、河道)、面積、地盤高(街区、道
　　　　　　　　路)、流出先雨水・下水道管路ノード番号(道路)
地表面接続情報；上下流側要素種別・番号、接続幅、要素間距離
河道断面特性：河道横断情報(高さ方向座標値、横断方向座標値)
雨水・下水道管路ノード：マンホール直径・地盤高、溢水時道路要素番　
　　　　　　　　　　　　号、河道接続番号
雨水・下水道管路エッジ：管路直径、管路長、上下流ノード番号
 
図 2-3 TSR モデルの計算フロー 
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２－２ TSRモデルの水文・水理モデル 
 
（１）地表面地物要素における直接流出量の算定 
 直接流出量の算定には，図 2-4 に示すように，対象流域の地表面地物要素を不浸性地物と
浸透性地物に分類し，不浸透性地物では初期損失のみを考慮し，浸透性地物では初期損失に
加えて浸透能特性を考慮したモデルを用いる．ここで，対象流域内の不浸透・浸透性地物に
関する情報は，高度な地物データ GIS の街区内地物要素，道路要素および河道地物要素を用
い，河道，道路，舗装地，建物などを不浸透性地物に林地，緑地，グラウンド，間地などを
浸透性地物として設定する． 
集中豪雨のような短期間に降雨が集中する場合，不浸透性地物（屋根，アスファルト，コ
ンクリート等）からの直接流出に加え，浸透性地物（民家の間地，公園，運動場等）からの
直接流出についても考慮する必要がある．すなわち，対象とする土地利用地物要素からの直
接流出を求めるためには，表層の凹地貯留や浸透損失による雨水損失を考慮する必要がある．
表 2-1 に示すように，不浸透性地物では凹地貯留，浸透性地物では凹地貯留と浸透損失をそ
れぞれ考慮する． 
 
 
 
時間
降
雨
強
度
直接流出量
初期損失
降
雨
強
度
(a) 不浸性地物 (b) 浸透性地物
時間
初期損失
浸透損失
直接流出量
 
図 2-4 直接流出量算出の概念図 
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a）不浸透性地物の直接流出量 
 不浸性地物では，降雨初期に生じるコンクリートやアスファルト面における吸収や窪地貯留などの
損失を考慮し，次式によって直接流出量 )(tD (m/s)を算定する． 






)()(
)(0
)(
l
l
Lr(t)tr
Lr(t)
tD
　　
　　
 (2.1) 
ここに，t：時刻(sec)，r(t)：時刻 t における降雨量(m/s)，∑r(t)：降雨開始から時刻 t までの総雨
量(m)， lL ：土地利用種別 l の初期損失量(m). 
 
b）浸透性地物の直接流出量 
浸透性地物の直接流出量は，初期損失量と浸透量を差し引いて算出する．浸透量の計算に
は降雨強度が浸透能以上の場合には浸透能に相当する降雨を，逆の場合には全ての降雨を浸
透させる．この浸透能の算定には降雨強度の変化を浸透能に反映させるために Hortonの浸透
表 2-1 土地利用分類とその雨水損失特性 
土地利用地物 対象とする流出 浸透・不浸透 雨水損失 
道路・鉄道 舗装道路，線路 不浸透性 
凹地貯留 
舗装地 駐車場等の表面 不浸透性 
凹地貯留 
建造物 家屋の屋根 不浸透性 
凹地貯留 
林地 樹木等のある表面 浸透性 
凹地貯留 
浸透損失 
緑地 芝地，裸地，公園 浸透性 
凹地貯留 
浸透損失 
造成地 造成中の裸地 浸透性 
凹地貯留 
浸透損失 
グラウンド 運動場，広場 浸透性 
凹地貯留 
浸透損失 
農地 畑 浸透性 
凹地貯留 
浸透損失 
水面 河川 不浸透性 
なし 
間地 家屋敷地内の土地 浸透性 
凹地貯留 
浸透損失 
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方程式を用いる． 
   
t
clolcll effftf
 )()(  (2.2) 
ここに， )(tfl ：時間 tにおける浸透能(m/s)， clf ：終期浸透能(m/s)， olf ：初期浸透能(m/s)， 
α：減衰係数(s-1)， t：降雨開始からの時間(s)． 
式(2.2)の浸透能は時間のみの関数であるため，降雨強度の大きさにかかわらず，一定の低
減率で減少する．本研究ではそれを補正するために以下に示す修正 Horton モデルを用いて浸
透能を計算する．修正 Horton モデルは式(2.2)を時間 t で積分したものであり，次式で示され
る． 
)1(
)(
)()(
0
tclol
cl
t
l e
ff
tfdttftF 



   (2.3) 
ここに， )(tF ：時刻 tにおける累加浸透量(m)． 
降雨強度の変化が浸透能の低減に与える影響を反映させるために式(2.3)を用いて平均実浸
透能を計算する．つまり，降雨強度が平均浸透能以上の場合には浸透能のみが土壌に浸透す
るため，平均浸透能を時刻 tにおける実際の浸透能とする．逆に降雨強度が平均浸透能以下場
合は降雨強度を実浸透能とする． 






)()()(
)()()(
)(
tftPtP
tftPtf
tf
l
ll  (2.4) 
ここに， )(tf ：実浸透能(m/s)， )(tfl  ：土地利用地物要素 l の平均浸透能(m/s)， )(tP ：降雨
強度(ｍ/s)． )()( tftP l の場合は，浸透域からの直接流出量 )(tD は降雨量から土地利用種別を
考慮した(4.5)式によって計算される． 








l
l
LtPtftP
LtP
tD
)()()(
)(0
)(  (2.5) 
ここに， )(tP ：累加雨量(m/s)． 
このとき，土地利用地物要素 l の平均浸透能は次式で表される． 
t
tFttF
dttf
t
tf
tt
t
ll




 
 )()(
)(
1
)(  (2.6) 
また，累加浸透量の時間変化は次式で示される． 
ttftFttF  )()()(  (2.7) 
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上式に式(2.3)と式(2.6)で計算された累加浸透量及び平均実浸透能を代入すると，次の時間
ステップにおける降雨強度の変化を考慮した累加浸透量が計算される．この累加浸透量にな
る時間 )( ttt  が求まれば，降雨強度の変化を考慮した浸透能が計算できる．そこで，式
(2.3)を以下に示す方程式で表す． 
0)()1(
)(


  tFe
ff
tf tclolcl


 (2.8) 
ここで，t  以外は全て定数であるため，上式に Newton 法を適用して tを計算する．得られた
時間を(2.2)式に代入し，修正された浸透能を計算する．また，浸透能が降雨時に低減し無降
雨時に回復する現象の計算は次式により行う． 
)()( wd ttclolcll effff
    (2.9) 
ここに，αd：浸透能回復時の減衰係数(s-1)，tw：浸透能回復時における時間(s)． 
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（２）建物地物要素から道路要素への直接流出の流れ 
 建物地物要素で生じた直接流出量の流出先は，道路要素に流出するとしている．この雨水
流出過程では建物地物要素を流出面と捉え，雨水流出計算手法には，降雨などの空間分布を
適切に表現可能な分布定数系物理モデルとしての Kinematic Waveモデルを用いる．建物地物要
素の形状は複雑であるため，Kinematic Waveモデルの適用に当たり，ここでは同じ面積を持つ正方
形として単純化し，斜面長および斜面幅を地物の要素面積から算出している． 
一様斜面での Kinematic Wave 法の基礎方程式は以下のように表される． 
D
x
q
t
h






  (2.10) 
0SS f    (2.11) 
ここに，q：単位幅流量(m2/s)， h：斜面流の水深(m)，x：距離(m)，Sf：摩擦勾配，S0:地表面
勾配． 
 地表面流速は次式の Manning の平均流速式により算出される． 
3/22/11 hS
N
v f  (2.12) 
 ここに，N：等価粗度係数(s/m1/3)． 
ここで径深の代わりに水深を用いるのは，地表面の水深が水面幅と比較して非常に小さい場
合を想定しているためである. 
 Kinematic Wave 運動方程式(2.11)を Manning の平均流速式(2.12)に代入すると，次式が得られ
る． 
qq
S
N
h 








 5/3
0
 (2.13) 
ここに， 








0S
N
 ， 
5
3
  . 
 連続式の差分方程式は次式のようになる． 
2
11  





j
i
j
i
j
i
j
i
j
i DD
t
hhq

 (2.14) 
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ここに，
j
iq ：時刻 j の土地利用地物要素の単位幅流量(m2/s)，
j
ih ：時刻 j の土地利用地物要
素の水位(m)，
1j
ih  ：時刻 j-1 の土地利用地物要素の水位(m)，
j
iD ：時刻 j の直接流出量(m/s)，
1j
ie
r ：時刻 j-1 の直接流出量(m/s)． 
(2.13)式を(2.14)式に代入すると，次の方程式になる． 
2
1
1








j
i
j
i
j
i
j
i
j
i DD
t
qqq
 

 (2.15) 
これを Δt 倍すると以下の(2.16)式になり，整理して(4.17)式を得る． 
t
rr
qt
q ji
j
ij
i
j
i 




2
1

  
(2.16) 
 11
2

 






 j
i
j
i
j
i
j
i
j
i rr
t
q
t
qq
t

  (2.17) 
(2.17)式の右辺は既知であるためこれをＣとすれば，以下のように表される． 
 11
2

 




 ji
j
i
j
i rr
t
q
t
C

 (2.18) 
(2.18)式を(2.17)式に代入すると，(2.17)式の右辺と左辺の残差  jiqR は以下の式で示される． 
  CqqtqR j
i
j
i
j
i 

 

 (2.19) 
ここで，   0jiqR となる
j
iq を導くため，上式に Newton 法を適用すると
j
iq は次式で示され
る． 
      
1
1
1 ))('
)(


 
k
j
i
k
j
i
k
j
ik
j
i
qR
qR
qq  (2.20) 
ここで，kは計算の反復回数を示しており，残差  jiqR の微分  jiqR' は次式で示される． 
  j
i
j
i q
t
q
R
qR 1' 





 

 (2.21) 
(2.20)式を反復計算することで，
j
iq の数値解を得ることができる． 
反復過程の収束基準は次式で表される． 
k
j
iqR )(  (2.22) 
ここに，εは許容誤差である． 
εの値は，計算処理速度と計算精度とのバランスを考慮した値を用いる．例えば εの比較的
大きな値を用いて計算ピッチを短くした場合，その真の解から離れた値を予測する可能性が
ある．また，ε の値に小さな値(＜10-6)を用いた場合は，解の精度があまり上がらず，計算時
間が長くなる．そのため，本研究では，εは 0.01 に設定し，反復の最大は 100 回とした． 
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（３）地表面地物要素間の流れ 
 TSR モデルでは，浸水時の地表面地物要素間の流れも流出現象の一部として捉え，雨水流
出過程のモデル化を行っている．都市流域を対象とした浸水時の水理モデルとして川池らは
(a)デカルト座標系による氾濫解析法，(b)一般座標系による氾濫解析法，(c)非構造格子による
氾濫解析法，(d)領域内の道路網をネットワーク化して一次元解析を組み込んだ氾濫解析法(街
路ネットワークモデル)について詳しく比較検討を行っている． TSR モデルでは，街区要素，
道路要素が適切に分割される高度な地物データ GIS の特徴が生かせる非構造格子モデルの概
念を用いるが，解析は 1 次元で行うこととする．すなわち，TSR モデルに用いる解析要素は
図 4-5に示す地表面地物要素である．これらの解析要素に対し，地表面地物要素間の境界条
件を定義する地表面境界要素の属性情報を基に，隣接する要素の重心点間を上流から下流向
きに x 軸を取り，矩形断面水路とみなして隣接する地表面地物要素に対し 1 次元解析法を適
用する．解析格子となる地表面地物要素では連続式を用いて水深を求める．地表面地物要素
は建物要素のデータも入っているので，氾濫モデルで必要とされている建物占有率の利用は
必要ない．なお，街区内地物要素には建物などの阻害物があり，道路要素には阻害物がない
という氾濫水の流れに対する抵抗特性を反映させるため，街区内地物要素と道路要素に対し
て異なる粗度係数を用いている． 
なお，現在の TSR モデルでは，街区内地物要素をそのまま用いて浸水計算を行うものとし
ているが，実際の浸水状況は建物の盛土状況や地下室の有無さらには遮水板や土嚢などによ
る浸水防御活動に大きく影響を受ける．しかしこの場合でも，街区内地物要素である建物要
素などに対し必要な情報を付加することができれば，より現実的な浸水状況の評価が可能と
考える． 
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図 2-5 には，地表面地物要素間の流れの計算に必要な地物要素の物理量を示す．地表地物
要素間の流れでは，緑色矢印で示す道路要素および街区内地物要素との間の流れと，青色矢
印で示す河道地物要素および道路要素，あるいは街区内地物要素との間の流れを対象とする．
緑色矢印の地表面地物要素(道路要素，街区要素)間の流れに対しては，流量 Qrbと水位 H を変
量とする一次元不定流の速度項を省略した運動方程式(2.23)を適用する． 
0
3/4
2






vQ
R
n
g
x
H
gA
t
Q
rb
rb  (2.23) 
ここに，Qrb：流量(m3/s)，g：重力加速度(m/s2)，x：道路要素または街区要素の重心点間距離(m)，
v：流速(m/s) 
なお，地表面地物要素間の流れ計算に用いる移動限界水深は，岩佐らによって報告されてい
る 0.001m を用いる． 
河道要素から堤内地(道路要素または街区内地物要素)への流量発生の有無は，図 2-6に示す
ように，河道地物要素とこれに隣接する地表面地物要素の水位とを比較して判定する．河道
地物要素の水位を Hr，これに隣接する地表面地物要素の地盤高と水位をそれぞれ H0，Hfとす
る．河道要素の水位がこれに隣接する地表面地物要素の水位よりも高い（Hr>Hf ）場合，河
道要素からの流量 Qr0は，河道要素の水深を h1=Hr - H0，これに隣接する地表面地物要素の水
深を h2=Hf - H0とすれば，次式の越流公式により計算される． 
街区要素
道路要路
河道要素
建物要素
建物要素の重心点
 
  図 2-5 地表面地物要素間の流れに用いる地物要素の物理量 
 
Br 
Ab 
Ard 
Qr0 
Qs 
Qrb 
x 
q 
管路要素 
マンホール要素 
河道地物要素と堤
内地の流れ 
街区・道路要素間 
の流れ 
地表面境界要素 
街区内土地利用 
地物要素から道路 
地物要素への流れ 
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3/2/ 12 hh のとき 110 2ghhBQ rr   (2.24) 
3/2/ 12 hh のとき )(2 2120 hhghBQ rr    (2.25) 
ここに， rB は河道と堤内地との境界幅(m)で，μ および μ′は完全越流および潜り越流時の流
量係数でそれぞれ 0.35 および 0.91 とされている．また，堤内地から河川への流量についても
同様に，越流公式を用いて算定する． 
道路要素の水深は，街区内地物要素からの流出量 q，道路要素と街区内地物要素間の流入
出量 Qrb，河道地物要素と道路要素あるいは街区内地物要素の流入出量 Qr0に加え，雨水・下
水道管路要素からの溢水量Qdivおよび雨水・下水道管路要素への流出量Qrsを考慮して式(4.35)
を用いて算定する． 
rd
rdersdivrrbrb
A
ArQQQQBq
t
h 


 ΣΣΣΣΣ 0
  (2.26) 
ここに，hrd：道路要素の水深(m)，B：街区内地物要素の斜面幅(m)，Qrs：道路要素からマン
ホール要素への流量(m3/s)，Qdiv：雨水・下水道管路要素から道路要素への溢水量(m3/s)，Arb：
道路要素の面積(m2)． 
なお，道路要素からマンホール要素への流出量 Qrsおよびマンホールから要素から道路要素へ
の流量 Qdivの算出方法については雨水・下水道管路の流れにおいて述べる． 
河道地物要素 道路要素あるいは街区要素 
 
道路要素あるいは街区要素 河道要素 
水位 Hf 
水位 Hr 
地盤高 H0 水位差 h1 
水位差 h2 
 
図 2-6 河道要素から地表面地物要素への流れ 
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街区内地物要素の水深は，隣接する地表面地物要素からの流量 Qrbおよび Qr0と建物面積を
除いた街区面積 Abから次式を用いて計算する． 
)(
1
rorb
b
b QQ
At
h



Σ   (2.27) 
ここに，hb：街区内地物要素の水深(m)，Ab：街区内地物要素の面積(m2)． 
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（４） 雨水・下水道管路要素の流れ 
都市流域を対象とした雨水・下水道管路要素の流れは，マンホール部と管渠部に分けてモ
デル化を行い，マンホール部で道路要素との水の受け渡しを行う．雨水・下水道管路要素の
流量追跡モデルは開水路流れとサーチャージ流れを同一の方程式で表現することが可能な
Preissman のスロットモデルを利用する． 
スロットモデルでは，(a)スロット断面における流速は管路内を流れる管内流速と等しい，
(b)スロット壁面は流れの抵抗を無視するという 2 つの仮定を用いている．しかし，スロット
モデルを都市流域の下水道網に適用する場合，流れの計算の過程で水位の計算精度が低下す
る場合がある．この原因はサーチャージ流れにおいて(b)で仮定したスロット壁面の摩擦を無
視する仮定により圧力水頭が低下する．そこで，スロットモデルの適用に当たってはスロッ
ト壁面の摩擦を無視することから生じる計算水位の低下を補正する手法を用いている．このた
め，サーチャージ流れとなっている場合は，運動方程式の摩擦項に補正数 Γ を乗じて評価を
行う．  
運動方程式および連続式はそれぞれ式(2.28)と式(2.29)のように表される．なお，本研究で
は雨水・下水道管路要素の計算負荷軽減のため，速度項を省略した運動方程式を用いる． 
0
3/4
2






vQ
R
n
g
x
H
gA
t
Q
s
s    (2.28) 
0





x
Q
t
A s  (2.29) 
2
2
2
2
2
1
)(
1
c
v
c
v
A
DhB full
p
ps 













 
  (2.30) 
sBgAc /   (2.31) 
)( psp DhBAA   (2.32) 
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ここに，Qs：管路要素の流量(m3/s)，Γ：サーチャージ流れの場合の摩擦項の補正係数， fullv ：満管
時の等流流速で複号は順流のときプラスで逆流の時マイナス(m3/s)，c：微小擾乱（重力波）の伝
播速度(m/s)， Bs：スロット幅(m)， Ap：管路要素の断面積(m2)，Dp：管路要素のの直径(m)． 
管路要素の断面積を算定する場合には，図 2-7 に示すように，管路要素の水深により次の
３つの場合に分けられる．ここで，管路要素中心と水面との成す角度 θ は，管路要素の水深
h と直径 Dpを用いた次式を用いる． 
 










 
hD
hDh
p
p1tan  (2.33) 
(a) h < Dp /2 水深が断面半径より低い場合 












  2sin
2
1
2
2
p
P
D
A  (2.34) 
(b) Dp /2 ≦ h ≦Dp 水深が断面半径以上かつ断面直径以下の場合 
  











  2sin
2
1
2
2
p
P
D
A  (2.35) 
(c) Dp < h 水深が断面直径以上 
4
2
p
P
D
A

  (2.36) 
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マンホール要素では，以下に示す連続式(2.37)によりマンホールの流入出量から貯留量を求め，
貯留量・水位換算関数式(2.38)によりマンホール部の水位を算定する． 
)( rsdivs
m QQQ
t
S



Σ
 (2.37)
)( mmsm SfH   (2.38) 
ここに，Sm：マンホール部貯留量(m3)，Hm：マンホール部水位(m)，fms：貯留量・水位変換関
数． 
なお，式(2.38)のマンホール水位と貯留量の関係は，水位が道路要素の地盤高以下の場合は
マンホール内水深とマンホール断面積の関係から求められ，水位が地盤高以上で溢水してい
る場合はマンホール断面上の浸水深分を加えたものを貯留量としている．この場合，道路要
素に流出する当該マンホールからの溢水量 Qdivは次式で計算する． 
dt
SS
Q maxmdiv

   (2.39) 
ここに，Smax：マンホール最大貯留量(m3)． 
(a) h < Dp /2 (b) Dp /2≦h≦D (c) Dp＜h 
Dp /2 
Dp 
h 
図 2-7 水深別の管路断面積 
θ 
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また，道路要素からマンホール要素への流量 Qrsはマンホール内の水位より求めた貯留量に
より場合分けして式(2.40)により算定される．  














m
mrbrb
mrbrb
mrbrb
rbrb
rs
SS
SSAh
dt
SSAh
SSAh
dt
Ah
Q
max
max
max
max
0
)(
 (2.40)
 
)( mmm HfS   (2.41) 
ここに，fms：水位・貯留量変換関数． 
このように，マンホールへ要素の流下可能量 Smax-Smと道路要素の貯留量 rbrb Ah  により流
下量を判断する．また，道路要素に複数のマンホール要素が含まれている場合には，マンホ
ール要素水位の低い順に式(2.40)を適用して道路要素から個々のマンホール要素への流量を算
出する． 
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（５）河道要素の流れ 
 図 2-8は，河道要素の流れの計算に必要な地物要素の物理量を示したものである．高度な
地物データGISを用いた河道要素の流量計算においては，地表面境界要素のうち河道地物要素同
士を接続する属性情報を用いる．また，河道要素の水深は河道流量，他の地表面地物要素から河
道要素への流量，雨水・下水道管路要素から河道要素への流量および降水量を考慮して算定す
る．  
河道要素の運動方程式と連続式は流量Qr，水位Hを変量とすれば，それぞれ式(2.51)，式(2.52)
のようになる． 
 
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  (2.42) 
0





x
Q
t
A r  (2.43) 
ここに，Qr：河道要素の流量(m3/s)． 
河道地物要素の水位変化は，河道要素，雨水・下水道管路要素，道路要素および街区要素
からの合計流量と直接流出量を考慮すれば，次式（2.44）で表わせる． 
e
riv
rsr r
A
QQQ
t
h




  )( 0
 (2.44)  
ここに，Qr0：道路要素および街区要素の流量(m3/s)，Ariv：河道要素面積(m2)． 
上流端の境界条件は，河道要素に対して上流からの流量を直接与える．この場合の河道水位は，
式(2.44)を用いて河道要素の水深を計算し，これに河床高を加えたものである．下流端の境界条件
としては，河道要素に河道水位を与える場合と実測のあるいは等流状態を仮定して計算した水位-
流量曲線による場合などの設定方法がある．後者の場合は，河道要素に設定した河道横断特性に
より水位-流量を設定し，計算流量から河道水位に変換する． 
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      図 4-8 河道要素の流れの解析 
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（６） 数値解析法 
上述した地表面地物要素（街区内地物要素と道路要素間）の流れ，雨水・下水道管路の流
れ，河道の流れに対しては全てに対して同様の陽形式の差分方程式を用い，Euler 法により数
値解析を行った．ここでは，河道の流れに用いた数値解析法を例に取り上げ以下に述べるが，
地表面地物要素間の流れ，雨水・下水道管路要素の流れに対しても同様の手法を適用してい
る． 
運動方程式(2.42)の第 2項は次のようになる．なお，以下では簡略化のため河道地物の流量 Qr
は Q として表す． 
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式(2.45)を運動方程式(2.42)に代入すると次式が得られる． 
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一方，連続の式(2.43)は Q=Avを用いて変形し，両辺を v倍して整理すると次式となる． 
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式(2.47)を式(2.46)に代入すると，次式が得られる．
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式(2.54)を差分式で表わすと次式のようになる． 
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 (2.49) 
ここに，v ：時刻 j の平均流速(m/s)，R ：時刻 j の平均の径深(m)，A：時刻 j の平均の流水
断面積(m2). 
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流量
1j
iQ について整理すると，運動方程式(2.48)は最終的に式(2.50)のように表せる． 
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 (2.50) 
式(2.50)において，変数v ， R ， A は全て Q と H から求めることができるので，未知数は
流量 1jiQ と水位
j
iH ，
j
iH 1 である．水位は式(2.44)を用いて算出し，これに平均河床高 rz を加
えて求める． 
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 式(2.50)と式(2.51)は時間ステップ Δtを用いて河道境界要素において流量，河道地物要素に
おいて水位を交互に求める．これら２つの方程式の数値積分は Euler 法により求める． 
 また，差分時間間隔 Δtは，式(2.50)と式(2.51)に対してそれぞれ以下に示す式(2.52)と式(2.53)
により評価する． 
 fullgh
x
t   (2.52)
 
 


Q
HAC
t maxs  (2.53)
 
ここに，Δt：計算時間ステップ(sec)，hfull：最大水深(m)，C’：無次元数で経験上 0.1，As：要
素面積(m2)，Hmax：時間ステップ Δtの最大水位変化量(m)，∑Q：流入出量の合計(m3/s)． 
 式(2.52)および式(2.53)で示した差分時間間隔Δt条件は，河道地物要素の流れだけではなく，
地表面地物要素（街区内地物要素と道路要素間）の流れ，雨水・下水道管路要素の流れに対
しても適用する．すなわち，地表面地物要素の流れの場合，式(2.52)の x は要素間距離，hfull
は要素最大水深を，式(2.53)の Asは要素面積，Hmaxは時間ステップの最大水位変化および∑Q
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は地表面要素の流入出量の合計である．雨水・下水道管路要素の流れの場合，式(2.52)の x は
管路長，hfullは管路最大水深を，式(2.53)の Asはマンホール断面積，Hmaxは時間ステップの最
大水位変化および∑Q は管路要素と道路要素からの流入出量の合計である．本モデルでは，
全要素に対して同一の Δtを用いているので，計算時間ステップ Δtは地表面地物要素（街区内
地物要素と道路要素間）の流れ，雨水・下水道管路の流れ，河道地物要素の流れの中で式(2.52)
と式(2.53)を評価した値の最小値を用いている．
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第３章 道路ネットワークデータを活用した雨水管路網データの構築手
法 
本章では，道路ネットワークデータの作成方法を述べ，それを基に雨水管路網データを構
築する手法 4)の概観を記す． 
 
３－１ 雨水管路網データの構築手法 
（１） 下水道計画における計画雨水量の設定方法 
 下水道は，①雨水の排除および浸水防除，②汚水の排除・処理による環境改善，そして③
公共用水域の水質保全を基本的な使命としている．下水道計画は，計画排水区域を対象とし
た計画汚水量と計画雨水量に基づいた計画下水量により行われる．本研究で対象とする計画
雨水量は，最も多く用いられている合理式により算定する． 
 合理式では式(3.1)を用いて最大計画雨水流出量（ピーク流量）を算定する 5)． 
 
 
 
 ここに，Qp：計画降雨時のピーク流量[m3/s]，C：流出係数，I：降雨強度[mm/h]，A：排水
面積[ha]である． 
流出係数は対象範囲の土地利用を把握し，工種ごとの基礎流出係数と面積から式(3.2)にあ
るように加重平均を行い対象範囲の総括流出係数を算定する． 
 
 
 
 
 
ここに，C：総括流出係数，Ci：工種ごとの基礎流出係数，Ai：工種ごとの総面積(ha)，m：
工種数である．表 3-1に本手法で採用した東京都における工種ごとの流出係数の例 6)をを示
す． 
 
 
表 3-1 東京都の工種別基礎流出係数の例 
工種 基礎流出係数 
道路 0.90 
建物 0.95 
間地 0.30 
 
AICQp ・・・
360
1
 (3.1) 



m
i
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i
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i
A
AC
C
・
(3.2) 
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降雨強度 I の算定は各自治体により定められた算定式を用いて行っている．降雨強度式の
算定法は Talbot（タルボット）式，sherman（シャーマン）式，久野・石黒式などが挙げられ
る 5)．ここでは，(3.3)式に示されている本手法において採用した東京都で用いられている降雨
強度の算定式 6)について述べる． 
 
 
 
 ここに，t：流達時間[min]であり，式(3.4)のように流達時間は流集時間と流下時間の和で求
められる． 
 
 
 ここに，t：流達時間[min]であり，t1：流集時間[min] ，t2：流下時間[min]である．流集時間
t1は地表面の雨水がマンホールに集まる時間であり，5[min]としている．流下時間 t2は雨水が
管路を流下する際の時間であり，最大管路延長 l[m]を管内平均流速 v[m/s]で除したものであ
る．最大管路延長 l は管路の上端部と最も遠い上流側のマンホールの距離であり，最大管路
延長を求めることで降雨強度 I を算定することできる． 
 排水面積 A は通常，比較的勾配のある地域では正確に地形図を決まる．しかし，平坦な地
域では排水境界を地形図のみから求めることは困難で，このような場合は，道路の配置や勾
配，在来水路および河川の位置や流向等を踏査によって十分に調査し，排水境界を確定し 6)，
排水面積 A を決める． 
 合理式を用いた雨水量の設定過程は，図 3-1に示す方法が一般的に利用されている． 
40
5000


t
I (3.3) 
21 ttt  (3.4) 
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図 3-1 計画雨水量の算定過程の概要 6) 
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 算定した流出係数 C，降雨強度 I，排水面積 A を用いて算定した計画最大雨水流出量 Qpを
流下させることができる管路断面を設定する．管路断面は管路の流下能力が計画雨水流出量
を上回るように設定する．雨水管路網データでは円形管を仮定しているため円形管の流下能
力の算定式は式(3.5)に示す． 
 
 
 
 ここで，Q：円形管の流下能力[m3/s]，D：管路直径[m]，v：管内流速[m/s]である．この際
の管内流速の算定は一般的にはマニングの式を用いて行う 7)． 
 
 
 
 ここで，v：管内流速[m/s]，n：粗度係数，R：径深[m]，I：管路勾配である． 
v
D
Q
4
2
 (3.5) 
2
1
3
2
1
IR
n
v  (3.6) 
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（２） 雨水管路網データ構築手順 
 本研究では，前項の下水道計画において行われている計画雨水量の算定方法に基づいて雨
水管路網データを構築する．図 3-2 は雨水管路網データ構築のフローチャートを示したもの
である． 
 都市流域の洪水流出解析モデルに用いられる高度な地物データ GIS には，計画雨水量の算
定に不可欠である流出係数 C に密接に関係する浸透・不浸透特性を考慮した土地利用区分お
よび排水面積 A の情報が存在する．また，管渠ルートの設定には，管渠が道路に埋設されて
いる状況，河川への雨水排水は橋梁付近で行われている状況などを勘案し，道路ネットワー
クを用いることとした．すなわち，雨水管路網データの構築ステップは，以下のようになる． 
① 道路ネットワークの作成および排水区の設定 
② 自然流下を考慮した管路高の設定 
③ 計画雨水量の算定と管路直径の設定 
 
 
高度な地物データGIS
道路要素の抽出
道路ネットワークデータを作成
マンホールデータから
ボロノイ図を作成
土地利用地物要素
マンホールに雨水が流入する地物を設定
排水区と河川放流管の設定
下流側から管底高を設定
上流側から管路の最大管路延長・雨水面積を設定
総管路長から到達時間を算定
到達時間から降雨強度を算定
合理式によりピーク流量を算定
算定したピーク流量をもとに管路直径を設定
マンホールの排水面積を設定
雨水管路網データ構築完了
排水区内の計算
 
図 3-2 雨水管路網データ構築のフローチャート（赤枠は①，緑枠は②，青枠は③） 
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（３） 道路ネットワークの作成および排水区の設定 
 本研究では田内ら 8)が開発した道路ネットワークデータの自動構築手法を用いて道路ネッ
トワークデータを作成している．本手法ではポリゴン型の連続したデジタルデータの道路を
入力とし，複雑形状の道路を単純形状の要素の集まりとして捉えることで，ひずみが少なく
道路の直進性を維持した道路ネットワークデータを作成することができる．直進性が維持さ
れることにより実際の管路形状に近いネットワークデータ構築することが可能であると考え
られる． 
以下では道路ネットワークデータの作成方法について述べる． 
道路ネットワークデータの作成方法は図 3-3 のフローチャートに従い，まず 1 つの連続し
たポリゴンで表現された道路を交差部・単路部に分離し，次いで単路部・交差部それぞれに
おいて異なる処理で道路中心線を発生させ，最後に作成した道路中心線を連結し道路ネット
ワークデータを構築する． 
 
 
 
 
図 3-3 道路ネットワークデータの構築のフローチャート 
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① 単路部における道路中心線発生 
 図3-4には単路部において道路中心線を発生させる具体的な流れを示す．本手法ではまず，
ラグランジュの概念を用い，図 3-4 a)のような単路部について道路進行方向に N 等分する線
分を発生させる（図 3-4 b））．N は図 3-2-4 b）に示したような，単路部両側の道路縁の長さ
L1，L2を用いて以下の式（3.7）で計算する． 
 
 
 
 ここで，Round は四捨五入を示す関数である．また，Ldivは線分の発生間隔を制御するパラ
メータであり，道路幅に対して十分に小さな値を設定することで単路部の線形を忠実に再現
した道路中心線の発生が可能になる． 
 次いで，図 3-4 c）のように，隣接する線分の中点を結ぶ線を発生させ，図 3-4 d）のよう
に連結することで道路中心線を作成する．この際に，作成した道路中心線には，各単路部に
おける道路延長として中心線長さを，また，平均道路幅として N 等分する際に用いた線分長
さを図 3-4 c）の W1，W2）の平均値をそれぞれ属性として与える． 
 
 
 
図3-4 単路部における道路中心線発生の流れ, a) 単路部の例, b) 道路進行方向への分割, 
c) 道路中心線発生と道路幅計算, d) 道路中心線の連結 
 
)
2
( 21
divL
LL
RoundN

 (3.7) 
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② 交差部における道路中心線発生 
 図 3-5 は交差部において道路中心線を発生させる具体的な流れを示している．本手法では
交差部を直進する道路をその交差部における主軸道路として抽出し，主軸道路の道路中心線
を優先し作成することで道路の直進性を維持している． 
 まず，図 3-5 a)のような n 差路の交差部に接続する単路部に番号を付け，交差部ポリゴン
の属性として単路部の道路中心線の方向 t1，t2…tnおよび，道路幅 w1，w2…wnを設定する．次
いで，図 3-5 b)における cijのように，単路部 i，j の組み合わせに対する．中心線間を結ぶ線
分を発生させ，線分と単路部の中心線間とでなす角度（θij1，θij2など）を計算し，角度の平均
値 θijを計算する．この計算を交差部に接続する単路部の全ての組み合わせで行い各 θijを求め
る．θij は交差部を介しての道路の湾曲度合を示すパラメータであり，180 度に近いほど交差
部をまっすぐ通過する道路であるといえる．また，同様に，単路部平均道路幅の比 Rijを計算
しておく．ただし，Rijは 1 以上の値をとる実数とし，Rijが計算上 1 以下となる場合には逆数
をとることとする．すなわち Rijは交差部に接続する単路部道路幅の比を表すパラメータであ
り，これが 1 に近いほど交差部を介しての道路幅の変化が小さく，交差部の主軸となる道路
であると考えられる． 
 次に，Rijが閾値 Rc以下を満たし，θijが閾値 θcよりも大きくかつ最も 180 度に近い線分を，
主軸の道路中心線として抽出する（図 3-5 c)）．主軸として選ばれた単路部 i，j を除いた交
差部を考え，同様の手法でほかの主軸を抽出する操作を逐次繰り返す．すなわち図 3-5 d)の
ように，交差部によっては 2 本以上の主軸の道路中心線が得られる場合がある．これを主軸
の中心線が発生しなくなるまで繰り返し，交差部における主軸の道路中心線を得る． 
 主軸以外の単路部については，交差部分離線の中心を始点とする線分を発生させ，道路中
心線とする．すなわち，図 3-5 e)のように単路部から延長した道路中心線を主軸との交差地
点を終点とする道路中心線を作成する．  
 最後に，交差部内の道路中心線にについて，図 3-5 f)に示すように発生させた道路中心線
の交点および始点・終点をノード，ノードで分割した道路中心線をリンクとすることで，交
差部内の道路中心線をネットワーク化する．さらに交差部と接合する単路部の道路中心線と
交差部内のリンクを接続し，道路ネットワークデータを生成する． 
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図 3-5 交差部における道路中心線の発生と道路ネットワークデータ生成の流れ, a)交差部
の例と接続する単路部の方向・道路幅, b)単路部の組み合わせ作成, c)主軸の道
路中心線発生, d)複数の主軸の道路中心線発生, e)主軸以外の単路部からの道路
中心線延長, f)道路ネットワークデータの生成 
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③ 道路ネットワークデータを活用した雨水管路網の作成 
 雨水管路網データは，ノードとなるマンホールとノード間の接続関係を表すリンクを管路
としたネットワーク構造で表現される．実務において雨水管路の配置を設計する場合には，
マンホールは管路の起点，合流点，直線部などに配置し，直線部では管路直径によって最大
の配置間隔が定められている 9)．本手法においても基本的にこの設計方法にならい，マンホ
ールは管路の起点および合流点に配置するほか，直線部でのマンホールの間隔を最大値 50[m]
を設定することとした．  
表 3-2 は，TSR モデルなどの洪水流出解析モデルで必要とされる雨水管路網データのマン
ホールおよび管路の属性情報は示したものである．図 3-6 のように全てのマンホールと管路
には固有の番号を振ることで識別を行う．マンホールについては，管路との接続情報として
マンホールに接続している管路数と接続している管路番号，地盤高は図 3-7 に示しているよ
うにマンホールが位置する道路の高さである．マンホール底高は図 3-7 に示されているマン
ホールの底の高さである．管路の属性については，マンホールとの接続情報として管路の両
端に接続しているマンホール番号と 1 本の管路の長さである管路長，管路断面の直径をあら
わす管路直径，そして，図 3-7 に示す管路の管底部がマンホールと接続する部分の高さであ
る管底高が必要である．ここで，雨水管路網データでは管路断面を円形管と仮定している． 
 
 
 
 
表 3-2 TSR モデルに必要な管路とマンホールの属性情報 
項 目
マ
ン
ホ
ー
ル
マンホール番号
接続管路数
接続している管路番号
地盤高（T.P.m）
マンホール底高（T.P.m）
管
路
管路番号
マンホール始点番号
マンホール終点番号
管路長（m）
管路直径（m）
上流側管底高（T.P.m）
下流側管底高（T.P.m）
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図 3-6 マンホールと管路の接続状況の例（黒字はマンホール番号，赤字は管路番号） 
 
管路
マンホール
基準面
マンホール
底高
地盤高
管底部
 
図 3-7 マンホールと管路の埋設状況の断面図 
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道路ネットワークデータから作成した管路網に表 3-2 に示した属性情報を設定することで
雨水管路網データの構築は完了する． 
マンホールの属性設定については管路との接続情報である接続管路数および接続している
管路番号は管路網から GIS 上で設定を行うことが可能である．また，地盤高は道路データか
ら設定を行うことができ，マンホール底高は接続している管路の管底高から算定を行う．こ
の際に，複数の管路と接続している場合は最も低い管底高の値を採用する． 
管路の属性情報についてはマンホールとの接続情報であるマンホール始点・終点番号はマ
ンホールと同様にGIS上で設定を行うことが可能である．管路長はGIS上での平面的な長さ，
すなわち道路ネットワーク上の隣接するマンホール間の距離を用いた．上流側・下流側管底
高および管路直径は容易に設定することができない．このため，管路の管底高と管路直径に
ついては個々に設定する必要がある．本手法では，管路の属性情報である管底高と管路直径
の設定に自動化プログラムを用いることで短時間での設定を可能とした． 
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④ 流域の小領域分割 
本手法では道路ネットワークに河川への放流管を追加する必要があり，実際の放流管の位
置を参考に橋に接続している道路や道路幅の大きい道路に配置を行うことで道路ネットワー
クから仮想的な雨水管路網が作成される．実際の雨水管路網と道路ネットワークではネット
ワーク形状が異なる（図 3-8）．実際の雨水管路網のネットワーク形状は一般的に河川への放
流管を起点とし，幹線と枝線からなる樹枝状のネットワークになっている．それに対し，道
路ネットワークを用いた雨水管路網のネットワーク形状は網目状のネットワークとなってい
る．実際の雨水管路網は概ね各マンホールに流入する雨水が放流する管路が決まっている．
本手法では河川への放流管を起点として，管底高を設定する．このため，各マンホールに流
入する雨水がどの放流管から河川へ放流するかが決まっている必要がある．そこで，流域の
上流側から河川への放流管の通っている道路を境界とし，小領域に分割していき，排水区を
設定する．設定した排水区内の管路を流下する全ての雨水は各排水区に 1 つずつある河川へ
の放流管から河川へ放流されるようにする． 
 
 
 
 
マンホール 管路 道路 マンホール 管路 道路
河道上
流
下
流
河道上
流
下
流
 
図 3-8 実際の雨水管路網（左）と道路ネットワークを用いた雨水管路網（右）のネットワ
ーク形状の違い 
 
- 39 - 
 
（４） 管底高の設定方法 
 管底高の設定は前述の排水区ごとに行う．本研究では，雨水管路網はポンプ等を用いず，
自然流下で雨水の河川へ排水することを想定し，管底高を設定する．このため，排水区内の
下流端となる河川への放流管を始点とし，上流側に向かって設定する．河川への放流管の下
流側管底高は河床高 + 50[cm]とし，上流側管底高を上向きに 1/100 の勾配をつけて設定を行
う（図 3-9 a））．そして，設定した上流側管底高を次の管路の下流側管底高に設定し，同様
に上流側管底高を設定していく．これを繰り返して排水区内の全ての管路の管底高を設定す
る．その際に，図 3-9 b）のように管路の深さ（地盤高－管底高）が 5[m]よりも深くなる場
合は管路の深さが 5m になるように補正を行う（図 3-9 c））．同様に，1[m]よりも浅くなる場
合には補正を行い，全ての管路の（地盤高－管底高）が 1[m]～5[m]の範囲内になるように管
底高を設定する（図 3-9 d））． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-9 管底高設定の流れ, a)放流管の下流側管底高から設定を始める, b)接続先で地盤高
－管底高が 5m 以上の場合, c)地盤高－管底高が 5m になるように補正, d)全ての
管路の地盤高-管底高が 1m～5m の範囲内になるように管底高を設定 
 
a) 
勾配 1/100 管底高
＝河床高
+0.5ｍ
河川
 
b) 
勾配 1/100
Ｈ >5m
管底高
＝河床高
+0.5ｍ
河川
 
c) 
勾配 1/100
Ｈ =5m
管底高
＝河床高
+0.5ｍ
河川
 
d) 
勾配 1/100
Ｈ =5m
管底高
＝河床高
+0.5ｍ
河川
Ｈ =5m
Ｈ =1m
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（５） 管路直径の設定方法 
 本手法では，雨水が管路に流入する管路上端地点，すなわち管路上流側のマンホール地点
における総括流出係数 C，降雨強度 I，排水面積 A を算定して，合理式(3.1)により計画降雨時
のピーク流量 Qpを算定し，管路直径は円形管とした算定式(3.5)を用いて設定する．総括流出
係数 C と排水面積 A は高度な地物データ GIS の土地利用地物を，降雨強度 I の算定に利用す
る流達時間 t は最大管路延長 l と管内平均流速 v を用いて設定する 
 まず，流出係数 C については，高度な地物データ GIS の土地利用地物に設定されている土
地利用種別から表 3-1に示されている工種に分類する．本手法で設定した工種毎の流出係数
は，道路（Cr：0.90），建物（Cb：0.95）およびその他（流出係数 Co：0.30）である．次いで，
図 3-10のようにマンホールを母点としたティーセン分割を行い，マンホールに設定された支
配領域内を微小排水区（排水面積 A）とする．土地利用地物の重心点が同一の微小排水区と
なる地物を対象に，個々の地物面積を用いた加重平均により総括流出係数 C を設定する．す
なわち，総括流出係数 C は式(3.2)を用いて算定し，排水面積 A は土地利用地物の地物面積を
用いる．例えば，図 3-10のマンホール M1の微小排水区に設定された土地利用地物を用いて，
道路が Ar：0.02[ha]，建物が Ab：0.04[ha]，その他が Ao：0.1[ha]であった場合，マンホール M1
の総括流出係数 C1は式(3.8)のように計算して求めることができる． 
 
 
 
 また，マンホール M1の排水面積 A1は地物面積の合計値から算出し，A1= 0.16[ha]と求める． 
 総括流出係数 CMと排水面積 AMを下流側の管路へ累加していくことで，任意地点での管路
上端地点の値を算定することができる． 
式(3.3)を用いて降雨強度 I の算定するには，流達時間 t を求めることが必要である．流達時
間 t は，最上流地点のマンホールから雨水管路上端までの距離（最大管路延長 l）とその流下
時間を用いて算定することができる．そこで本手法では，最大管路延長 l は管路の長さを用
いて対象管路の上流側マンホール地点から上流側に向かって最上流地点のマンホールとの距
離を設定する．上流側マンホール地点での累加距離に，対象とする管路の管路距離を加えて
下流側の管路の管路距離とする．そして，流下時間 t2は得られた最大管路延長 l を管内平均
流速 v で除して求める． 
53.0
1.004.002.0
1.030.004.095.002.090.0
1 


C (3.8) 
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図 3-10 マンホールを用いた微小排水区の設定 
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 本研究では，管路網とした雨水管路網データの構築を目指しているので，①直線部に加え
て，②合流部および③分流部での処理を考慮する必要がある．以下では，これら 3 パターン
の場合についての具体的な処理方法について示す． 
先ず，最も基本的な累加方法である図 3-11のような①直線部について述べる．また，図
3-11のマンホールおよび管路のそれぞれの値の累加状況を表 3-3，表 3-4に示す．全微小排
水区を対象に，工種ごとの面積率の変化を考慮した総括流出係数 CMと排水面積 AMを掛けあ
わせて CAMとし，この CAMを微小排水区のマンホールに設定する（表 3-3）．管路の最上流地
点より順番に，管路上流側マンホールの CAMを下流側に接続するマンホールにおける微小排
水区の値 CAMに加えて，管路に CAPを設定する．また，最大管路延長 l は上流側管路の管路
長の累加距離として求める．ここで，管路の上端部と最も遠いマンホールの距離を求めるの
で，自身の管路長は加えない．このようにして，全管路に管路上端部での流出係数を乗じた
排水面積 CAPおよび降雨強度 I を求めるための最大管路延長 l を設定していく． 
 
 
マンホール
管路
M1
M2
M3
M4
P1
P2
P3
 
図 3-11 直線部におけるマンホールと管路の接続（管路の矢印は流下方向）
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表 3-3 図 3-11における微小排水区の総括流出係数と排水面積 
排水面積A
流出係数を乗じた
排水面積CA
（ha） （ha）
M1 C M1 AM1 CAM1
M2 C M2 AM2 CAM2
M3 C M2 AM3 CAM3
M4 C M4 AM4 CAM4
マンホール
番号
総括
流出係数C
 
 
 
表 3-4 図 3-11における管路上端部の流出係数，排水面積および流達時間 
管路長 流集時間t 1
（m） （min）
P1 CAP1 = CAM1 LP1 L 1 = 0 5 t 21 = L 1 / v t 1 = 5 + t 21
P2 CAP2 = CAP1 + CAM2 LP2 L 2 = L 1 + LP1 5 t 22 = L 2 / v t 2 = 5 + t 22
P3 CAP3 = CAP2 + CAM3 LP3 L 3 = L 2 + LP2 5 t 23 = L 3 / v t 3 = 5 + t 23
管路
番号
流出係数を乗じた
排水面積CA
最大管路延長l 流下時間t 2 流達時間t
（ha） （m） （min） （min）
 
（※）v は管内平均流速である． 
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次に，図 3-12のような②合流部について述べる．図 3-12の管路へのそれぞれの値の累加
状況は表 3-5，表 3-6に示す．CA の累加については合流部では P2と P3の両方の CAP値を合
算し，P4の管路の CAPを設定する．最大管路延長 l は合流地点において合流する 2 つ管路延
長の最大管路延長 l の累加距離の長い方を採用する．すなわち，図 3-12のような場合に管路
P4の上端部での最大管路延長を求める際に，表 3-6に示されている管路長についてL1 + L2 > L3
である場合では P2の最大管路延長 l を累加距離を用いて算定する． 
 
 
 
 
 
 
マンホール
管路
M1
M2
M3
M4
P1
P2
P3
M5
P4
 
図 3-12 合流部におけるマンホールと管路の接続（管路の矢印は流下方向） 
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表 3-5 図 3-12における微小排水区の総括流出係数と排水面積 
排水面積A
流出係数を乗じた
排水面積CA
（ha） （ha）
M1 C M1 AM1 CAM1
M2 C M2 AM2 CAM2
M3 C M2 AM3 CAM3
M4 C M4 AM4 CAM4
M5 C M5 AM5 CAM5
マンホール
番号
総括
流出係数C
 
 
表 3-6 図 3-12における管路上端部の流出係数，排水面積および流達時間 
管路長 流集時間t 1
（m） （min）
P1 CAP1 = CAM1 LP1 L 1 = 0 5 t 21 = L 1 / v t 1 = 5 + t 21
P2 CAP2 = CAP1 + CAM2 LP2 L 2 = L 1 + L P1 5 t 22 = L 2 / v t 2 = 5 + t 22
P3 CAP3 = CAM3 LP3 L 3 = 0 5 t 23 = L 3 / v t 3 = 5 + t 23
P4 CAP4 = CAP2 + CAP3 + CAM4 LP4 L 4 = L 2 + L P2 5 t 24 = L 4 / v t 4 = 5 + t 24
管路
番号
流出係数を乗じた
排水面積CA
最大管路延長l 流下時間t 2 流達時間t
（ha） （m） （min） （min）
 
（※）v は管内平均流速である． 
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最後に，図 3-13のような③分流部について述べる．B3，B4はそれぞれ P3，P4の管路が位置
する道路の道路幅を示している．図 3-13の管路へのそれぞれの値の累加状況は表 3-7，表 2-8
に示す．分流が発生する場合， CA を 2 つの分流先の管路へ分配を行う必要がある．分配方
法は分流先の管路が位置する道路の道路幅 B の比率を用いて道路幅の大きい道路に位置する
管路の CA 値が大きくなるように分配する．最大管路延長 l は直線部と同様に累加距離を分流
する管路の両方に採用し，算定する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
マンホール
管路
M1
M2
M3
M4
P1
P2
P3 M5
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B3
B4
 
図 3-13 分流部におけるマンホールと管路の接続（管路の矢印は流下方向）
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表 3-7 図 3-13における微小排水区の総括流出係数と排水面積 
排水面積A
流出係数を乗じた
排水面積CA
（ha） （ha）
M1 C M1 AM1 CAM1
M2 C M2 AM2 CAM2
M3 C M2 AM3 CAM3
M4 C M4 AM4 CAM4
M5 C M5 AM5 CAM5
マンホール
番号
総括
流出係数C
 
 
表 3-8 図 3-13における管路上端部の流出係数，排水面積および流達時間 
管路長 流集時間t 1
（m） （min）
P1 CAP1 = CAM1 LP1 L 1 = 0 5 t 21 = L 1 / v t 1 = 5 + t 21
P2 CAP2 = CAP1 + CAM2 LP2 L 2 = L 1 + L P1 5 t 22 = L 2 / v t 2 = 5 + t 22
P3 CAP3 = B 3×(CAP2 + CAM3)/(B 3 + B 4) LP3 L 3 = L 2 + L P2 5 t 23 = L 3 / v t 3 = 5 + t 23
P4 CAP4 = B 4×(CAP2 + CAM3)/(B 3 + B 4) LP4 L 4 = L 2 + L P2 5 t 24 = L 4 / v t 4 = 5 + t 24
流下時間t 2 流達時間t
（ha） （m） （min） （min）
管路
番号
流出係数を乗じた
排水面積CA
最大管路延長l
 
（※）v は管内平均流速である． 
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これらから，全ての管路の上端地点における流出係数 C，降雨強度 I，排水面積 A を算定し，
合理式から管路に流入する計画降雨時のピーク流量を算定する． 
算定した計画降雨時のピーク流量を流下できるように，管路直径を設定する．管路の流下
能力の算定式は式(3.5)を用いる．本手法では簡易的に管内流速 v は降雨強度 I を算定する際と
同様の管内平均流速を用いる．これらから管路直径の設定を行うことで雨水管路網データの
構築が完了する．
  
 
第４章 
 
神田川上流域への適用 
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第４章 神田川上流域への適用 
本章では，対象とする神田川上流域の概要を述べ，前項で述べた道路ネットワークデータ
を活用した雨水管路網データの構築手法に基づいて，神田川上流域において構築した雨水管
路網データを用いて TSR モデルによる洪水流出解析の結果および考察を記す． 
 
４－１ 神田川上流域の概要 
(１) 流域の位置 
対象とする神田川 10)11)は，東京都三鷹市井の頭恩賜公園内にある井の頭池を源とし，杉並
区の南部を東に流れ，中野区の区境付近で善福寺池を水源とする善福寺川と合流し，新宿区
に流入する．新宿区では，高戸橋付近で妙正寺川及び落合下水処理場の放流水と合流し，水
量を増して，豊島区・文京区・新宿区の区境を東に流れる．船河原橋(飯田橋)で外堀の流れ
と合流し千代田区と文京区の区境を流れる途中，小石川橋下で日本橋川と分流し，水道橋か
ら御茶ノ水渓谷を経て中央区と台東区の区境の柳橋下で隅田川と合流し東京港から東京湾に
流出する．全長 24.6km，流域面積 105.0km²の，東京都内における中小河川としては最大規模
の一級河川である．なお，本研究では，図 4-1 に示す井の頭池から善福寺川合流地点手前の
方南橋までの上流域約 11.8km²を研究対象流域とする．図 4-2に現在の神田川上流域における
主な土地利用を示す． 
  
- 50 - 
 
 
図
4-
1 
神
田
川
上
流
域
 
妙
正
寺
川
 
善
福
寺
川
 江
古
田
川
 
方
南
橋
水
位
観
測
所
 
井
の
頭
池
 
- 51 - 
 
 
図
2-
1-
2 
神
田
川
上
流
域
の
土
地
利
用
（
高
度
な
地
物
デ
ー
タ
GI
S
よ
り
）
 
図
4-
2 
神
田
川
上
流
域
の
土
地
利
用
（
高
度
な
地
物
デ
ー
タ
G
IS
よ
り
）
 
- 52 - 
 
(２) 流域の自然環境 
神田川流域は，荒川と多摩川と挟まれた武蔵野台地にあり，その平均標高は約 36mである．
流域に分布する地形面は，武蔵野面に相当する豊島台が大部分を占め，南の一部に下末吉面
に相当する淀橋台がある． 
東京の平均年間降水量は，東京観測所の1887年から1997年の間を平均すると，概ね1,500mm
程度となっている． 
東京における近年の年間平均気温は，16℃前後であり，過去 100 年間で約 2℃程度上昇し
ている． 
 
(３) 流域の変遷 
神田川流域における市街地の割合は，昭和初期には 5 割以下であった． 
 戦後，東京への人口集中によって，流域は昭和 30 年代，40 年代初期にかけて急速に市街
化し，昭和 50 年代初期には流域の 9 割以上が市街地となった． 
 現在の流域内の土地利用は，市街化率約 94％になっており，将来的にも，この程度の市街
化率であると予測される． 
江戸時代には，神田川は神田上水として江戸の人々に飲料水を供給していた．また．下流
部は物資輸送のための舟運に利用され，さらには江戸城の外濠の一部を形づくっていた． 
 明治には市街地の整備，生活様式の近代化の進展にともない改良水道工事業が完成し，明
治 34 年に神田上水は，玉川上水とともに廃止された． 
 大正 10 年頃には，河川改修と市街化の進展により上流の一部を除き氾濫域が失われた．ま
た，昭和 30 年代には河川が直線的形状に変化し，延長が短くなっている． 
 現在では，河川沿いの氾濫域は全て消失しており，かつての遊水機能は期待できない(図4-3)． 
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図 4-3 神田川洪水時の状態 
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４－２ 神田川上流域における道路ネットワークデータを活用した雨水管路網の概要 
第３章で述べた構築手法に基づいて，神田川上流域において道路ネットワークデータから
構築した雨水管路網を実際の雨水管路網データと比較するとともにその概要を述べる． 
図 4-4 に示すように，神田川上流域における道路ネットワークデータにマンホールとして
ポイントを配置し，河川への放流管を追加した管路ネットワークを作成した．河川の放流管
は実雨水管路網データの放流管位置を参考に道路幅の大きい道路や橋に接続している道路に
配置した．河川の放流管の位置から道路を境界にして，対象流域を 34 個の小領域に分割した
様子を図 4-5に示す． 
図 4-6 に神田川上流域において道路ネットワークデータから構築した雨水管路網の図を示
した．表 4-1 は本研究において構築した雨水管路網データ（以下，構築データ）の概要を実
雨水管路網データ（以下，実データ）と比較した表である．構築データは実データに比べ，
マンホール数は少ないものの，管路数，総管延長，総管路容量の値は大きい結果となった．
実データの雨水管路網は概ね樹枝状のネットワークとなっており，マンホール数と管路数に
大きな違いは見られない．これに対し，構築データの雨水管路網は網目状のネットワークに
なっているため，マンホール数に比べて管路数が多くなっている．また，実データでは樹枝
状のネットワークのため全ての道路の下に管路は埋設されていないことに対して，構築デー
タでは全ての道路の地下に雨水管路が埋設されていると仮定して雨水管路網を構築している．
このことから実データに比べて，構築データの総管路延長と総管路容量は大きくなっている． 
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表 4-1 雨水管路網データの概要 
 実データ 構築データ 
マンホール数 9,632    8,857    
管路数 9,904    10,671    
総管路延長（m） 268,641    344,674    
総管路容量（m3） 69,636    103,289    
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管路直径について，本研究データと実データの比較を行うため，管路直径ごとの管路数分
布を調べた（図 4-7）．両データの管路数分布は概ね同様の傾向がみられたが，本研究データ
は管路直径の大きい 2.0m の管路が実データに比べ，大きい結果がみられた．このことも構築
データの総管路容量が実データに比べ大きい要因であると考えられる．管路直径 2.0m の管路
が多い理由は，下流にある管路の計画降雨時のピーク管内流量が実データよりも過大に算定
されているためである．この要因の一つとして，本研究で設定した管底高では，雨水が河川
へ放流される流出経路が実データよりも短い距離が想定されており，管路直径設定の際に用
いた流達時間が実データよりも短くなっている可能性が考えられる．また，合理式によりピ
ーク流量を算出し，管路直径を計算する際に流量の連続式を用いるために管内流速が必要で
ある．この管内流速を本手法では管内平均流速として 1.2m/s を用いているが，流量の連続式
では管内流速が管路直径の値に大きく寄与することから，管内流速が実データの設計値より
も遅い可能性も考えられる． 
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図 4-7 管路直径ごとの管路数分布の比較 
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構築データと実データの管路長の比較を行った（図 4-5）．管路長について本研究データは
平均 32.3m，標準偏差 10.8m であり，実データは平均 27.1m，標準偏差 18.1m であった．構築
データは実データに比べ，管路長が長く，ばらつきが少ない傾向がみられた．実データでは
平均値と標準偏差から多くの管路の管路長がおおよそ 50m 以下となっている．本手法では交
差点間の管路長は最大で 50m としてマンホールの配置を行っている．このため，管路長の最
大値の設定は妥当であると考えられる． 
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図 4-8 雨水管路網データの管路長ごとの管路数分布 
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４－３ 雨水流出解析の適用条件 
 道路ネットワークデータを活用して構築した雨水管路網データを用いて TSR モデルより洪
水流出解析を行い，実雨水管路網データを用いて得られる結果を指標とし，比較を行うこと
で，流出特性評価を行った． 
 
 
（１）入力降雨の概要 
 本研究では，道路ネットワークデータを活用して構築した雨水管路網の流出特性を把握す
るために，TSR モデルへの入力降雨として，東京管区気象台の確率降雨(確率年 5)を基に，降
雨継続時間 3 時間，中央集中型で 1 分単位の降雨波形を作成した(図 4-9)．総降雨量は 91mm，
最大降雨量は 47mm/h である． 
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図 4-9 対象降雨量 
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（２）パラメータ設定 
 TSR モデルで用いる主要パラメータの具体的な設定値を表 4-2に示す．本設定値は，既往
の研究から得られる値を基に以下のように設定を行った．初期損失量，初期浸透能，終期浸
透能，浸透能の減衰係数および土地利用地物要素の等価粗度係数は，既往の研究により得ら
れた値を示したものである．Kinematic Wave モデルで必要となる土地利用地物要素の斜面勾
配は平均流域勾配を求めて全ての土地利用地物要素に対して一様に 1/350 を与えた．地表面
地物要素間の流れの粗度係数は，川池らによる街路ネットワークモデルを用いた氾濫解析を
参考に与えた．雨水・下水道管路および河道の粗度係数については，それぞれコンクリート
管路およびコンクリート河道としての値を設定した． 
本モデルを適用する場合，通常無降雨がある程度続いた降雨前より計算を開始する事を基
本としているので，河道要素の初期値としては平常時の流量に相当する水位および流量を与
え，雨水・下水道管路要素および地表面地物要素の初期水深としてはゼロとするのが妥当で
あろう． 
 
表 4-2 TSR モデルのパラメータ 
パラメータ名 設定値 
初期浸透能（mm/hr） 
林 地 30 
緑 地 30 
グラウンド 10 
間 地  10 
終期浸透能(mm/hr) 
林 地  20 
緑 地  20 
グラウンド 7 
間  地 5 
浸透能の減衰係数 (hr-1) 4.14 
土地利用地物要素の斜面勾配 1/350(流域平均勾配) 
地表面地物要素間
モデルの粗度係数 
道路要素 0.043 
街区要素 0.067 
雨水・下水道管路の粗度係数 0.013 
河道の粗度係数 0.0225 
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（３）解析種別 
表 4-3に解析種別を示す．本研究では，神田川上流域における道路ネットワークデータを
活用して構築した雨水管路網データ(以下，構築データ)と実雨水管路網データ(以下，実デー
タ)を用いて TSR モデルによる雨水流出解析を実施した．実データの雨水流出解析結果を指
標とし，構築データの流出特性について，河道流量および地表面・管路の総貯留量に関して
考察を行った．Case0 は神田川上流域において管路が全く存在しないことを想定し，流出特性
の把握を行った．Case1-a は実際の雨水管路網データを用いた場合で Case1-b は実際の雨水管
路網における管路直径を全て 60cm に設定した場合である．次いで Case2-a は道路ネットワー
クデータから本手法を用いて構築した雨水管路網を用いた場合であり，Case2-b は道路ネット
ワークデータから構築した雨水管路網の管路直径を全て 60cm に設定した場合である．実デー
タの管路直径の平均が 57cm，構築データの管路直径の平均が 62cm であるため，管路直径を
全て 60cm に設定したことにより総管路容量が Case1-b が 75,918 m3，Case2-b が 97,405 m3
となっており，両者の差が小さくなっている(表 4-4)． 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
表 4-3 解析種別 
Case名 使用する管路 概要
Case0 管路なし 管路が全く存在しないことを想定した場合
Case1
a 実データ 実際の雨水管路網データを用いた場合
b 実データ(60㎝) 実際の雨水管路網の管路直径を全て60cmに設定した場合
Case2
a 構築データ 道路ネットワークデータから構築した雨水管路網を用いた場合
b 構築データ(60㎝)
道路ネットワークデータから構築した雨水管路網の管路直径を
全て60cmに設定した場合
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 表 4-4 総管路容量の概要 
 総管路容量(m³) 平均管路直径(cm) 
Case1-a  69,636 57 
Case2-a 103,289 62 
Case1-b  75,918 60 
Case2-b  97,405 60 
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４－４ 解析結果と考察 
（１）構築データおよび実データ 
図 4-10～図 4-19は神田川上流域の最下流端 0km から 9km 地点まで 1km ごとの全 10 地点
における実雨水管路網データ Case1-a と本手法を用いて構築した雨水管路網データ Case2-a よ
り得られた河道流量ハイドログラフである． 
図 4-20は本手法により構築した Case2-a および実データ Case1-a の河道ピーク流量の縦断
面図を示したものであり，各地点における河道ピーク流量の比較結果を表 4-5に示した．い
ずれの地点においても構築データ Case2-a が実データ Case1-a を上回っており，河道全長にお
いて Case2-a が Case1-a の河道ピーク流量を平均 5.2％程度上回る傾向を確認した．河道最下
流端での流出率は，Case2-a の場合，総降水量 91mm に対し流出高は 68mm で 75％，Case1-a
の場合，流出高 65mm で 73%と構築データの方が僅かながら大きくなっている． 
図 4-21は総地表面貯留量の時系列変化を示したものである．総地表面貯留量は，構築デー
タ Case2-a が実データ Case1-a を平均 7％程度下回り，その傾向は貯留高上昇初期から計算終
了時まで続いている．総地表面貯留量の大小は，雨水がマンホールを介して雨水管路に流入
しやすいかどうかに影響を受けると考えられるので，両者のマンホールの数に着目して考察
する．雨水管路網のマンホールの数は，構築データ Case2-a が 8,857 個，実データ Case1-a
が 9,632 個であり，Case2-a の方が Case1-a よりも少なくなっている．構築データ Case2-a
のマンホールは道路ネットワークデータ上の交差部および単路部に最大間隔 50m として全て
の道路上に均等に配置してある．一方，実データ Case1-a の場合，マンホールのない道路が
多数存在すること，交差部に複数のマンホールが密集していること，単路部でマンホール同
士の間隔が近接していることが挙げられる．以上のことから，マンホールの数自体が主要因
ではなく，その配置が雨水の管路への流入のしやすさに大きく関わっていることが推察され
る．この要因により，道路ネットワークにより構築した雨水管路網データは，地上の雨水が
マンホールを通じて管路に流入しやすくなったことが考えられる． 
図 4-22は総管路内貯留量の時系列変化を示したものである．貯留量の上昇初期から約 250
分までは構築データが実データ Case1-a の貯留量よりも大きく，特にピーク時には Case2-a の
12.4mm に対し，Case1-a は 10.3mm で 20％大きいが，250 分以降は，Case2-a が Case1-a の貯
留量を平均 0.5mm 程度小さい．この原因としては，上述したマンホールの配置の違いに加え，
道路ネットワークを利用した雨水管路網データは，全ての道路の地下に雨水管路を設定して
構築したため，総管路容量が Case1-a の 69,636m³に対し約 1.5 倍の 103,289 m³に設定された
ことにより，総管路貯留量が大きくなったと考えられる．また，構築データにおいて設定さ
れた管路直径は実データよりも大きく（図 4-7），特に河道付近に設置された直径の大きい管
路の影響により，Case2-a の総管路容量が上昇したものと考えられる． 
河道流量の上昇初期における流出特性を把握するために，河道流量20m³/sを越える時間を，
河道ピーク流量に至るまでの到達時間とともに表 4-6に示す．河道流量 20m³/s に至る到達時
間は，Case2-a が Case1-a よりも数分程度遅れる傾向が見られるが，5km 地点や 7km 地点のよ
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うに遅れが見られない地点もあるが，河道ピーク流量に至る到達時間は，いずれの地点にお
いても Case2-a が Case1-a よりも数分～10 分程度遅れている．図 4-21は降雨ピークと重なる
90分時における河道流量の縦断面図を示したものである．構築データCase2-aの河道流量は，
Case1-a を平均 7.2％程度下回る傾向が見られる．図 4-23および図 4-20で示される河道流量
は，雨水管路から河道へ排水された流出量変化と捉えることができるので，計算開始 90 分後
の河道流量は実データが，ピーク時の河道流量は構築データが大きいという特性を示してい
る．構築データの到達時間が遅くなる理由としては，河道への放流管路直径が大きいので河
道付近の管路容量も大きくなる傾向があり，流下してきた雨水をそこに一時的に貯留する能
力が高いのでマンホール地点の水位が実データの上昇率よりも小さいことが考えられる．構
築データの雨水管路から河道への排水量増加率は実データよりも若干小さいものの，雨水が
雨水管路に流入しやすく設定されたマンホール配置などにより，河道に排水される雨水容量
が大きいのを反映してピーク流量が大きくなっているものと推察される． 
最後に，神田川上流域の最下流端で算出した総降雨量に対する流出率が，Case2-a が Case1-a
に比べ大きくなった理由について考察する．総地表面貯留量の大小から判断すると，貯留量
が大きい方が流出率は減少するので，貯留量の小さい Case2-a は貯留量の大きい Case1-a の
流出率よりも大きくなる要因となる．マンホールの配置特性から，道路に均一にマンホール
が配置された Case2-a は，地表面の雨水がマンホールを通じて管路へ流入しやすくなっている
ので，地表面に貯留する雨水が実データの Case1-a より少なくなり，この結果が流出率の差
に影響を与えていることも推察される．河道ピーク流量に関しても同様に，地表面から雨水
管路への流入のしやすさが河道ピーク流量に寄与したと考えられる． 
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図 4-10 0km 地点におけるハイドログラフ 
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図 4-11 1km 地点におけるハイドログラフ 
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図 4-12 2km 地点におけるハイドログラフ 
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図 4-13 3km 地点におけるハイドログラフ 
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図 4-14 4km 地点におけるハイドログラフ 
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図 4-15 5km 地点におけるハイドログラフ 
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図 4-16 6km 地点におけるハイドログラフ 
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図 4-17 7km 地点におけるハイドログラフ 
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図 4-18 8km 地点におけるハイドログラフ 
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図 4-19 9km 地点におけるハイドログラフ 
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表 4-5 河道ピーク流量 
距離(km)
河道ピーク流量(m³/s)
Case1-a Case2-a
0 83.8 85.0
1 79.1 81.1
2 71.9 74.5
3 70.1 72.5
4 65.5 65.7
5 52.8 60.3
6 46.9 49.8
7 38.6 42.0
8 31.7 30.4
9 17.0 19.8
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図 4-22 総管路内貯留量 
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図 4-21 総地表面貯留量 
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表 4-6 到達時間の比較 
距離(km) Case1-a Case2-a
20m³/s流量
到達時間
(min)
0 75 79
1 76 79
2 78 80
3 76 78
4 73 78
5 77 77
6 74 78
7 81 81
8 81 89
9
ピーク流量
到達時間
(min)
0 142 150
1 138 145
2 133 145
3 129 137
4 123 131
5 122 129
6 117 124
7 115 119
8 109 116
9 108 111
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（２）全管路直径を６０cmにした場合 
 図 4-24～図 4-33は，全管路直径を 60cm として解析を行った河道流量ハイドログラフで
あり，実データ(60 cm)Case1-b と構築データ(60 cm)Case2-b に加え，参考のために前述の実デ
ータ Case1-a および構築データ Case2-a を示したものである．前項と同様に，神田川上流域の
最下流端 0km から 9km 地点まで 1km ごとの全 10 地点について示した．先ず，実データ(60 
cm)Case1-b と構築データ(60cm)Case2-b に着目して考察を進める． 
図 4-34は実データ(60cm)Case1-b，構築データ(60 cm)Case2-b および実データ Case1-a，構
築データ Case2-a の河道ピーク流量の縦断面図を示したものであり，各地点における河道ピー
ク流量の比較結果を表 4-7に示した．いずれの地点においても Case2-b が Case1-b の河道ピ
ーク流量を上回っており，河道全長において Case2-b が Case1-b の河道ピーク流量を平均 11％
程度上回る傾向を確認した．傾向としては前項の Case1-a と Case2-a の比較結果と同様だが，
その差はより顕著になっている．河道最下流端における流出率は，Case2-b の場合，総降水量
91mm に対し流出高は 67mm で 74％，Case1-b は流出高 65mm で 73%と Case2-b の方が僅かな
がら大きくなっている． 
図 4-35は総地表面貯留量の時系列変化を示したものである．築データ(60 cm)Case2-b が実
データ(60 cm)Case1-b の貯留量を平均 7％程度下回っており，前項の Case2-a と Case1-a の貯
留量の比較結果と同様の傾向であった．したがって原因としても同様に，Case2-bの方がCase1-b
に比べ，マンホールを通じて管路へ流入しやすいことが推察される． 
図 4-36は総管路内貯留量の時系列変化を示したものである．構築データ(60 cm) Case 2-b
が実データ(60 cm)Case1-b の貯留量を平均 22％程度下回っていることが確認できる． 
河道流量 20m³/s を超える時間を，河道ピーク流量に至るまでの到達時間とともに表 4-8に
示す．河道流量 20m³/s に至る到達時間は，構築データ(60 cm)Case2- b の方が実データ(60 
cm)Case1- b よりも数分程度早い傾向にあることが読み取れる．河道ピーク流量に至る到達時
間は，0～6km 地点までは Case2-b が Case1-b よりも数分程度早い傾向にあるが，7～9km 地点
では，Case2-b が Case1-b よりも数分程度遅れることを確認した． 
図 4-36は降雨ピークと重なる 90 分時における河道流量の縦断面図を示したものである． 
構築データ(60 cm)Case2-b が実データ(60cm)Case1-b の河道ピーク流量を平均 11％程度上回
る傾向が見られた．このことから，Case2-b の方が Case1-b よりも早く河川へ流出する傾向に
あることが推察された． 
以上の結果から，管路内貯留量が構築データ(60 cm)Case2-b が実データ(60cm)Case1-b を上
回った原因として， Case2-b の方が Case1-b よりも早く河川へ流出する傾向にあることによ
り，Case2-b のピーク時の貯留量が小さくなったことが考えられる． 
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次いで，実データ Case1-a と構築データ(60cm)Case2-b に着目して考察を進める．河道ピー
ク流量は図 4-34および表 4-7より，いずれの地点においても実データ Case1-a と構築データ
(60 cm)Case2-b の河道ピーク流量に数％程度の差を確認した．この結果は，前項で述べた実デ
ータCase1-aと構築データCase2-aの河道ピーク流量の差5.2％と比べて小さいものとなった．
河道最下流端における流出率は，Case1-a の 73%に対し Case2-b は 74％で，Case2-b の方が僅
かながら大きくなっている． 
総地表面貯留量は図 4-34より，構築データ(60cm)Case2-b が実データ Case1-a の貯留量を上
回る傾向を読み取ることができ，特にピーク時には約 12％大きくなることを確認した．この
差は，実データ Case1-a と構築データ Case2-a のピーク時の貯留量の差 3％と比べて大きい値
となった．  
総管路内貯留量は図 4-33より，構築データ(60cm)Case2-b が実データ Case1-a の貯留量を平
均 28％程度下回り，実データ Case1-a と構築データ Case2-a の貯留量の差 11％と比べて大き
い値となった． 
表 4-7より河道流量 20m³/s に至る到達時間は，8km 地点を除いて Case2-b の方が Case1-a
よりも数分程度早いことが読み取れる．河道ピーク流量に至る到達時間は，9km 地点を除い
て Case2-b の方が Case1-a よりも数分～10 分程度遅れることを確認した． 
以上の結果から，本手法を用いた管路直径の設定を行わずに雨水管路網を構築した場合の
雨水流出特性について考察する．構築データ(60cm)Case2-b の河道ピーク流量は実データ
Case1-a に近似した結果を確認できたが，総地表面貯留量は Case1-a を上回り，総管路内貯留
量は Case1-a を下回る結果となった．この原因は，前述したマンホールの配置特性に加え，
Case2-b では全ての管路直径を 60 cm に設定したことにより，特に放流管付近において管路の
処理能力が低下したため，排水不良を起こしていることが予想される．したがって，本手法
を用いて管路直径を設定することは有効であると考えられる． 
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図 4-25 1km 地点におけるハイドログラフ 
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図 4-26 2km 地点におけるハイドログラフ 
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図 4-27 3km 地点におけるハイドログラフ 
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図 4-28 4km 地点におけるハイドログラフ 
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図 4-29 5km 地点におけるハイドログラフ 
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図 4-30 6km 地点におけるハイドログラフ 
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図 4-31 7km 地点におけるハイドログラフ 
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図 4-32 8km 地点におけるハイドログラフ 
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図 4-33 9km 地点におけるハイドログラフ 
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表 4-7 河道ピーク流量 
距離(km)
河道ピーク流量(m³/s)
Case1-a Case2-a Case1-b Case2-b
0 83.8 85.0 78.0 82.9
1 79.1 81.1 72.5 77.4
2 71.9 74.5 65.2 71.0
3 70.1 72.5 62.2 68.3
4 65.5 65.7 56.8 64.6
5 52.8 60.3 48.3 56.1
6 46.9 49.8 42.4 46.6
7 38.6 42.0 34.5 40.5
8 31.7 30.4 27.3 30.0
9 17.0 19.8 16.3 18.9
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図 4-36 総管路内貯留量 
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図 4-35 総地表面貯留量 
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表 4-8 到達時間の比較 
距離(km) Case1-a Case2-a Case1-b Case2-b
20m³/s流量
到達時間
(min)
0 75 79 74 72
1 76 79 75 72
2 78 80 77 74
3 76 78 75 72
4 73 78 73 72
5 77 77 76 72
6 74 78 74 74
7 81 81 83 77
8 81 89 88 87
9
ピーク流量
到達時間
(min)
0 142 150 146 149
1 138 145 142 147
2 133 145 139 141
3 129 137 134 139
4 123 131 128 134
5 122 129 125 132
6 117 124 118 126
7 115 119 120 118
8 109 116 114 113
9 108 111 114 107
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（３）雨水管路網を考慮しない場合 
 図 4-38～図 4-47は，神田川上流域において雨水管路が全くないことを想定して解析を行
った河道流量ハイドログラフであり，管路なし Case0 に加え，参考のために前述の実データ
Case1-a および構築データ Case2-a を示したものである．前項と同様に，神田川上流域の最下
流端 0km から 9km 地点まで 1km ごとの全 10 地点について示した． 
図 4-48は管路なし Case0 および実データ Case1-a，構築データ Case2-a の河道ピーク流量の
縦断面図を示したものであり，各地点における河道ピーク流量の比較結果を表4-9に示した．
いずれの地点においても Case0 が Case1-a の河道ピーク流量を大幅下回っており，河道全長
において Case2-a が Case1-a の河道ピーク流量を平均 37％程度下回ることを確認した．河道最
下流端における流出率は，Case0の場合，総降水量 91mmに対し流出高は 52mmで 57％，Case1-a
の場合，流出高 65mm で 73%と Case0 の方が大幅に小さくなっている． 
図 4-49は総地表面貯留量の時系列変化を示したものである．全ての期間において，管路な
しCase0が実データCase1-aの貯留量を平均3.1倍程度と大幅に上回っていることを確認した． 
 表 4-10に河道流量 20m³/s を超える時間を，河道ピーク流量に至るまでの到達時間ととも
に示す．河道流量 20m³/s に至る到達時間は，いずれの地点においても管路なし Case0 の方が
実データ Case1- a よりも， 20～30 分程度遅れており，河道ピーク流量に至る到達時間も同様
に，数分から 20 分程度遅れることを確認した．図 4-50は降雨ピークと重なる 90 分時におけ
る河道流量の縦断面図を示したものである．管路なし Case0 が実データ Case1-a の河道ピーク
流量を平均 61％程度下回る傾向が見られた．この原因は，雨水管路が設定されていない Case0
では，地表面上を流下して河川へ流入するしかないため，多くの時間を要したことが推察さ
れる． 
最後に，図 4-50に Case0，Case1-a，Case2-a に加え，参考として Case1-b および Case2-b に
おける最大河川水位の比較結果を示した．雨水管路を考慮した Case1 と Case2 においては，
いずれも大きな差は確認できないが，管路なし Case0 は実データ Case1-a に対して平均 0.71m
程度の水位の低下を確認することができた． 
以上の結果から，雨水管路が全くないと想定した場合，雨水管路を考慮した場合と比べ，
総地表面貯留量が大幅に大きくなることにより，河道ピーク流量，流出率および河川水位が
大幅に低下することが確認され，雨水管路網データが得られない場合における本手法の有効
性を明らかにした． 
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図 4-39 1km 地点におけるハイドログラフ 
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図 4-40 2km 地点におけるハイドログラフ 
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図 4-41 3km 地点におけるハイドログラフ 
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図 4-42 4km 地点におけるハイドログラフ 
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図 4-43 5km 地点におけるハイドログラフ 
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図 4-44 6km地点におけるハイドログラフ 
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図 4-45 7km 地点におけるハイドログラフ 
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図 4-46 8km 地点におけるハイドログラフ 
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図 4-47 9km 地点におけるハイドログラフ 
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表 4-9 河道ピーク流量 
距離(km)
河道ピーク流量(m³/s)
Case1-a Case2-a Case0
0 83.8 85.0 63.7
1 79.1 81.1 58.0
2 71.9 74.5 49.6
3 70.1 72.5 45.3
4 65.5 65.7 39.0
5 52.8 60.3 29.3
6 46.9 49.8 25.1
7 38.6 42.0 20.5
8 31.7 30.4 16.4
9 17.0 19.8 11.2
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図 4-50 総地表面貯留量 
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表 4-10 到達時間の比較 
距離(km) Case1-a Case2-a Case0
20m³/s流量
到達時間
(min)
0 75 79 94
1 76 79 95
2 78 80 98
3 76 78 99
4 73 78 100
5 77 77 103
6 74 78 107
7 81 81 116
8 81 89
9
ピーク流量
到達時間
(min)
0 142 150 149
1 138 145 147
2 133 145 148
3 129 137 149
4 123 131 145
5 122 129 143
6 117 124 139
7 115 119 123
8 109 116 117
9 108 111 111
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第５章 結論 
 本研究で得られた主な研究成果は次のとおりである． 
 
第１章では，近年の都市部における水害の状況と課題について述べるとともに，都市流域
において道路ネットワークデータから構築した雨水管路網を用いて雨水流出解析を実施する
意図について述べた． 
第２章は TSR(Tokyo Strom Runoff)モデルの概要を説明した章であり，主に地物データ GIS
を用いた雨水流出解析の意図を述べた．この中で TSR モデルの概要を記すとともに，代表的
な雨水流出過程を述べ，複雑な水循環機構を持つ都市流域における有効性を記した．これに
より，本研究の背景や目的の理解を促した． 
 第３章は，道路ネットワークデータを活用して雨水管路網を構築する手法について述べ，
その概要の理解を目的とした． 
 第４章は，神田川上流域において道路ネットワークデータから構築した雨水管路網データ
を用いてTSRモデルによる雨水流出解析を行い，考察を述べるとともに適用性評価を行った．
実際の雨水管路網データの雨水流出解析結果を指標とし，構築データの流出特性について，河道
流量および地表面・管路内の総貯留量に関して比較，考察を行うことで，道路ネットワークデー
タから構築した雨水管路の流出特性を明らかにした． 
 
本研究では，道路ネットワークデータから構築した雨水管路網データを活用し，神田川上
流域において TSR モデルを用いた雨水流出解析を行い，適用性評価を試みた． 
河道ピーク流量到達時間は，構築データが実データよりも数分程度遅れることや，河道ピ
ーク流量は構築データが実データを上回り，流量ピーク時以降も同様の傾向が見られた．ま
た，河道最下流端において算出した総降水量に対する流出率は，構築データの方が実データ
よりも大きくなることを確認した．総管路内貯留量は構築データが実データを上回る傾向を
確認出来た．総地表面貯留量は構築データが実データを全ての期間において下回ることを確
認した． 
これらの原因は，道路ネットワークを利用して構築した雨水管路網データは実際の雨水管
路網データとは違い，地上の雨水がマンホールを通じて管路に流入しやすいために流出率が
高まったこと，総管路容量が実データよりも大きく設定されたことが推察された． 
また，本手法を用いた管路直径の設定を行わずに雨水管路網を構築した場合，本手法を用
いて構築した雨水管路網と比べ，総管路内貯留量，総地表面貯留量に大きな差が生じること
が確認出来たため，本手法を用いて管路直径を設定することの有効性を明らかにした． 
さらに，本手法を用いた管路直径の設定を行わずに雨水管路網を構築した場合，本手法を
用いて構築した雨水管路網と比べ，河道流量，総管路内貯留量，総地表面貯留量に大きな差
が生じることが確認できたため，本手法を用いて管路直径を設定することの有効性を明らか
にした． 
- 100 - 
 
最後に，本手法を利用せずに雨水管路が全く存在しないことを想定した場合の雨水流出解
析を実施した結果，雨水管路を考慮した場合と比べ，総地表面貯留量が大幅に多くなること
により，河道ピーク流量，流出率ともに大幅に低下することが確認され，雨水管路網データ
が得られない場合における本手法の有効性を明らかにした． 
今後は他の河川流域への適用，洪水浸水解析への適応などを行い，適用性評価をさらに進
めていく必要がある．
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表，そして成長への大きな糧となりました．また私が研究室に配属されて以降，何に取り組
むにしても，それを後押ししてくださるような声を頂きました．そのおかげで長かった研究
室生活も非常に充実し，価値のあるものになりました． 
 天口先生には研究に関わるあらゆることを，最初から最後まで大変お世話になりました．
卒論での地中レーダの現場観測から始まり，成果としてかたちに残すことができなかったＭ
１の関東支部，そして修士論文に至るまで，本当に天口先生に指導して頂いたおかげで，や
り遂げることができました．人一倍ご迷惑をお掛けしたかと思いますが，ここに心より感謝
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そして学生，研究員の皆様にも大変お世話になりました．田内さんは私が研究室に配属さ
れてから，最後まで私の先輩として私を，そして水文研を支えてくださいました．研究にお
いても非常に頼りになる存在でしたが，それ以外の部分でも田内さんの存在は絶大だったと
思います．特に沢の面白さ，そして恐ろしさを教えて頂いたことは，私にとって一生忘れる
ことのできない財産になったと思っています．また行きましょう．ヌンさんは半年という短
い期間でしたが，すぐに研究室に馴染んでいましたね．私にとっては，英語を話すという貴
重な機会を与えてくださったことにも感謝しています． 
Ｍ２の皆には，元々一つ上の代であった私を様々な面から支えて頂きました．雨宮は修論
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いろ話せたなと感じています．築山は常にマイペースを貫いている男でした．修論で苦しい
時も，いつも通りの感じで生活する，その姿勢は見習いたいです．たまにうっかりしている
こともありましたが，それもまた水文研にゆとりを与えてくれました．萩原は同じ民間の就
活組として，苦しみを分かち合えたと思っています．就活仲間の少ない私にとっては萩原の
存在はとても有り難く，大きな助けとなっていました．一緒にマラソン大会に出場したのも
良い思い出です． 
Ｍ１の大崎はいじられ役として，水文研には欠かせない貴重な存在でした．その中でも最
後は飲み会の幹事等を任され大変だったと思いますが，見事にその役割を果たしてくれまし
た．大変お疲れ様でした．今後は思う存分，地下水の研究に没頭してください．解さんは田
内さんのもとで熱心に研究に取り組んでいました．ぜひ田内さんの意思を受け継いで頑張っ
てください．また参考になる中国の話も色々と聞かせてくたことも，とても感謝しています．
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金塚はとても優秀で頼りになる男でした．パソコン関係など金塚に聞けば何とかなる，とい
うぐらい厚い信頼を置いていました．フィリピン留学を経て，さらに成長した姿を見せてく
ださい． 
Ｂ４の太田さんはとてもバイタリティー溢れる人間でした．解さんとともに田内さんの意
思を継ぎながら，今後も様々なことに挑戦して，ぜひ海外へ行ってください．きっとハワイ
以外にも楽しい場所をたくさん見つけられると思います．大塚は計画的に為すべきことを為
せる，まさに出来る男でした．様々な雑務を任されることも多く大変だったと思いますが，
今後も大塚らしく頑張ってください．研究室の秩序を保てるのは大塚しかいません．久保は
もの凄い努力家であるとともに，ミュージシャンとして音楽という風を水文研に吹き込んで
くれました．また久保の素晴らしいギター演奏を聞かせてください．私もアサラトの練習を
しておきます．高山はムードメーカーとして，体育会のノリで水文研をいつも盛り上げてく
れました．剣道部主将の経験を生かして，今後は後輩の指導に注力してくれることに期待し
ています．高山がいれば水文研も安泰だと思っています．戸野塚は誰よりも熱心に，遅い時
間まで研究に取り組んでいました．そして，今まで見た中で一番かっこいいダンサーでした．
ゼミ合宿で見せてくれたようなダンスを，ぜひ富士山の頂上でも披露してください．都合が
合えば見に行きたいと思います．ハイさんとは様々な話をすることができ，その中で多くの
ことを知り，学ぶことができました．ハイさんが，日本が大好きだと言ってくれて，とても
嬉しかったのを覚えています．ぜひ世界で働くという夢を実現させてください．私もいつか
ベトナムへ行きたいと思います． 
最後に，学生生活の締めくくりとして，この水文研究室に所属し，活動できたことを大変
嬉しく思います．特に，世界一周という私の一つ夢を果たす支えとなってくれた水文研究室
という存在に，心から感謝しています．水文研究室に所属していた 4 年間は，私の人生の中
で最も濃く，充実したものでした．その中で出会うことのできた皆様，そしていかなる時も
私を支えてくれた私の家族に，心から感謝の意を表したいと思います． 
ありがとうございました． 
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